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論文
米「過剰」問題の一考察
—消費面からの分析を中心として一一
? ? ?
利
I 課題の限定
周知のように 55年産米は作況指数87(平年作を100として）のいわゆる「著
しい不良」で，作況指数では戦後二番目の凶作であった。にもかかわらず，政
府は水田利用再編対策第2期目の初年度にあたる56年には前年よりさらに約17
万haほど上積した 66万haの水田の減反を予定している。このように， 55年
産米が近年稀にみる凶作であったにもかかわらず，なお大幅に米作を減らそう
としている背景には， いわゆる米の「過剰」問題があることはいうまでもな
ぃ。ところで，この米の「過剰」問題は一農産物の「過剰」問題として片付け
ることのできない重大な意味をもつものである。もちろん，米以外にもミカン
や牛乳のように「過剰」問題を抱えている農畜産物があり，その解決の重要性
は言を侯たない。しかし，何よりも米の「過剰」問題が重要であるのは，米が
日本農業の大宗であると同時に国民の主食であり，日本農業および国民生活ひ
いては経済全般に与えるその影響という点で他の農畜産物に比して絶大なもの
があるからである。そこで本稿ではこの米「過剰」問題を考察することにしよ
う。ただ，その際，考察を主として米の消費面に限定することにしたい。もち
ろん，米「過剰」を生ぜしめた要因は，生産の増加と消費の減少という生産・
消費の両面からなっているといってよい。しかし，本稿では主として米の消費
減少の本質を考察することによってその消費面から米「過剰」問題の性格をあ
きらかにすることにしよう。
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かつて「米ばかり食べているとアタマが硬化・硬直・停滞して盲腸のように
なるから注意したまえ，と警告する農政学者がいた（東畑精ー「米の社会学』）。」
また「アタマを良くしたい人は米をやめてグルタミン酸の多いパン食にしなさ
ぃ，そうすれば 20彩ほど頭がよくなる，と説く医学博士があった（林繰『頭の
よくなる本』）」！）。 このような論調は学界だけでなくジャーナリズムでも展開さ
れた。たとえば『朝日新聞』の「天声人語」いわく， 「農林省はこんど米麦中
心の農業政策を反省し，畜産などに重点を置いて営農の改善をはかろうとい
う。役人の作文に終るのでなければ結構なことだ。日本人は米作りの名人で，
稲という熱帯性の植物を寒冷地にも適するように品種改良をやった。それも度
が過ぎて，無理な所にまで米作りをするようになっている。胃拡張の腹一杯に
なるまで米ばかり食うので，脚気や高血圧などで短命の者が多い。津軽地方に
はシビガッチャキといって，めし粒を食ったコイや金魚のようにプヨブヨの皮
膚病になる奇病さえある。日本では米を“主食”というが，今の欧米人は畜産
物が主食で穀物が副食物だ。五十年前まではアメリカの農民も穀物の方を多く
摂ったが，今では肉，牛乳，卵などの畜産物を主食にするのが世界的な傾向
だ。その点で日本は百年も遅れている」2)と。 また，次のようにもいっている。
「近年せっかくパンやメン類など粉食が普及しかけたのに，豊年の声につられ
て白米食に逆もどりするのでは，豊作も幸いとばかりはいえなくなる。としを
とると米食に傾くものだが，親たちが自分の好みのまま次代の子供たちにまで
米食のおつき合いをさせるのはよくない」3)。 「若い世代はパン食を歓迎する。
大人も子どもの好みに合わせて，めしを 1日1回くらいにしたほうがよさそう
だ」4)。 また，政財界あげての小麦（粉食奨励）キャンペーンがいわゆる「キ
ッチン・カー」を通じて展開されたのもこのころであった。こういった「米食
1)大島清『米と牛乳の経済学」岩波書店， 1970年， 7ページ．
2) 「朝日新問」昭和32年8月3日．
3) 「朝日新聞」昭和33年3月1日．
4) 「朝日新聞」昭和34年7月28日．
316 
米「過剰」問題の一考察（神前） 433 
は粉食に比べて劣っている」という論調やキャンペーンが学界，ジャーナリズ
ム，政財界等によって大々的に展開されたのである。もちろん，今日でもかつ
てのこのような論調やキャンペーンの及ぼした影響が残っていることは事実で
ある。たとえば，食糧庁「食糧モニターアンケート調査」 (52年12月）による
と，「米飯を減らし，パンやめん類を多く食べるようになった原因」として「米
飯は，パンやめん類にくらべて健康上や美容の点で劣ると誤解されているか
ら」と「米飯はパンやめん類にくらべて栄養の点で劣ると誤解されているか
ら」の合計が 1位（調査対象の32.6%を占める）となっている。 しかし， 今日で
はさすがにこういった論調やキャンペーンは公然となされなくなった。むし
ろ，逆に政府筋を中心として「米の見直し論」がさかんに展開されている。た
とえば『昭和54年度農業白書」では，新たに「米の消費と食生活」という一節
を設け，米の消費拡大と「日本型食生活の見直し・定着」を訴えているほどで
ある。また，農政審議会の答申『80年代の農政の基本方向J(55年10月31日） も
その第一章「日本型食生活の形成と定着ーー食生活の将来像一ー」において，
同様の「日本型食生活の見直し・定着」を主張している。 この「日本型食生
活の見直し・定着論」は検討すべき問題を多分に含んでいるとはいえ，ともか
＜穀物自給率が37彩 (53年）にまで低下した今日において政府筋からこのよう
な主張が出されてきたことに注目しておく必要があるであろう~)。
もっとも，このような主張だけにとどまらず，実際政府によって「米食に対
する正しい知識の啓もう普及，米飯学校給食の計画的拡充，・米の新加工品の開
発・普及，米の品質向上等米の消費拡大策が進められている」6)。また，当然の
5)ここではこの「日本型食生活の見直し・定着論」に立ち入ることはできない。 しか
し，次のことだけは指摘しておこう。すなわち， 「日本型食生活」を見直し， 定着さ
せると yヽうこと自体結構なことであるといえよう。しかし，問題はこの「日本型食生
活」の実態をどのように把握しているかという点にある。この把握のしかたいかんに
よっては，この「日本型食生活の見直し・定着論」は国民の食生活の矛盾やゆがみを
より増幅させる危険性をはらんでいるといえよう。
6)農林水産省「昭和54年度農業白書」 62ベージ．
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ことながら当事者である農業団体などでも米消費拡大運動が展開されている。
しかしながら，周知のように米の消費は減少一途をたどっている。このような
ことから後述するように，社会の発展とともに米の消費が減少するという米消
費の「自然減少説」を支持する論者が最近再び増えてきている。この米消費の
「自然減少説」によれば，社会の発展とともに自然に消費者は主食としての米
にソッボを向き，次第に主食としての粉食の地位を高めていこうとするのであ
る。だが，総理府「食生活・食糧問題に関する世論調査」 (53年8月）による
と，米を「日本人の主食としてふさわしい」とするものが87%と圧倒的多数を
占めている。つまり，消費者はかかる米消費の「自然減少説」のいうところと
は異なり，主食として米を消費したいと思っているのだが，現実には米消費の
減少にみられるようにそうしていないということになる。この米消費における
矛盾こそ，その消費減少が単なる「自然的減少」ではなく「つくりだされた」
側面を強くもつことを示唆するものであろう。この点は米消費減少の本質を解
明するうえで極めて重要な意味をもつものである。そして， この米消費減少
の「つくりだされた」側面の考察を通じて米「過剰」問題の性格を明らかにす
るのが本稿の主たる課題である。
Il 米「過剰」とその関連対策
本節では米「過剰」の実態ならびにその関連対策の性格を明らかにし，次い
で供給面からみた米「過剰」の要因について言及することにしよう。
まず，米の需給動向を概観しておこう。図 Iー 1は米の全体需給の推移，表
Iー 1はその内訳をみたものである。それによると，昭和30年代を通じ昭和41
年度までは過不足を繰り返しつつも，大雑把にいって全体需給のギャップは小
さかったとみていいだろう。つまり，その時期の生産量はほぼ1,100~1, 200万
t台の水準で推移したのに対し，消費量は1,100~1, 300万t台の水準で推移し
たのである。なお，生産量に関していえば，それ以前の昭和21~29年までの年
平均米生産量は 925万tであるから，この時期の生産量はわが国の米生産力が
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表Il-1 米の全体需給の推移の内訳 （単位：玄米千t)
I 供 給薔量1 需 要
生産 1輸入り？覧 I屑讐 粗食料 1 純t:~j1 人当たり 1加工用1その他
35年度 12,858 219 459 12,618 11,786 10,738 114.9kg 470 362 
40 12,409 1,052 468 12.993 12,037 10,982 111. 7 606 350 
45 12,689 △ 770 △ 281 11,948 10,894 9,860 95.1 712 342 
47 . 11,897 △ 364 △ 1,669 11,948 10,877 9,845 91. 7 744 327 
48 12,149 △ 392 △ 801 12,078 10,941 9,902 91. 1 807 330 
49 12,292 △ 208 51 12,033 10,950 9,920 89.7 754 329 
50 13,165 27 1,228 11,964 10,878 9,856 88.1 758 328 
51 11,772 15 △ 32 11,819 10,761 9,752 86.2 729 329 
52 13,095 △ 29 1,583 11,483 10,487 9,518 83.4 676 320 
53(速報） 12,589 44 1,269 11,364 10,367 9,397 81. 6 685 312 
注 1)農林水産省「食料需給表」による。
2)需要の「その他」は飼料用，種子用および減耗の計である。
3)国内消費仕向量（総需要量）には過剰米処理に係る飼料用の消費量を含まない。
4) 46年度までは沖縄県を除く数値である。
出所：日本農業年鑑刊行会編『日本農業年鑑』家の光協会，昭和55年。
新たな段階に入ったことを示すものであろう 7)。 さらに，この時期の生産量の
動向をもっと詳しくみれば，吉田忠氏が指摘されているように次のごとく言い
うるであろう。すなわち，「30年から 41年までを 1つの生産力段階とみるため
には，かなり様相を異にする30年代前半と後半の両局面を，統一的に把握する
説明が必要である。……30年代の米の生産は， 30年の異例な豊作のあと31年か
ら35年までの一本調子の上昇局面と， 37年から40年までの連続的な低落局面と
からなっている」8)。
7)吉田忠「米の需給構造と流通」桑原正信監修「講座現‘代農産物流通論第2巻，食糧管
理制度と米の流通』家の光協会， 1969年所収， 241ページ参照．吉田氏は米の生産力段
階に関して， 29年までを950万tレベル， 30年以降を1,250万tレベルとされている。
8)吉田忠，前掲稿， 241ページ．吉田氏は，昭和30年代後半（とくに37~40年）の米生産の
停滞が日本農業に与えた影響について，さらに次のように指摘されている。「30年代
後半における米生産の低落は，普通畑作物作付面積や和牛飼育頭数の減少，乳牛飼養
頭数の伸びの鈍化等と相まって，野菜，果樹やその他畜産における著しい進展にもか
かわらず，農業生産全体の伸びを若干停滞させることになった。たとえば，農林省の
農業生産指数は， 40年を100とした農業総合で， 32~35年までに9.6ボイント上昇した
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しかし，いずれにせよ米の需給からみた場合，この時期の特徴として全体需
給ギャップは小さかったことがあげられるであろう。そして注目すべきこと
は，この時期は全体として不足基調下ー一量的には大きなものではないが一一
にあったことであろう。これが昭和42年以降ー変して米は「過剰」基調下に入
る。生産量からみれば，昭和42年， 43年， 44年は 3年連続して 1,400万t台と
いう記録的な大豊作となり，その後も46年の 1,089万tという31年レベルの低
生産量を除けば，概して1,200~1,300万t台で推移している。これを42~53年
の12ケ年平均でみるとざっと 1,300万t近くになる。そしてこのような生産量
の増大を可能ならしめた要因としては，今村奈良臣氏が指摘されているよう
に，天候等の自然条件に恵まれたこと，高収量品種の開発とその普及，肥培
管理技術の改善，そして農民の増産努力などをあげることができよう 9)。 しか
し，より基本的には1960年代中期以降とくに顕著となった日本農業の稲作単作
化傾向の結果だと思われる。この点については後述することにしよう。もっと
もこの42年以降の米生産量の増大をして，米生産力が新たな段階に到達したと
いう主張がある。ここではこの問題に立ち入ることはできないが，この見解が
正しいか否かを判断するには少なくとも稲作における生産力構造の詳細な吟味
が必要であろう 10)。いずれにせよ，この時期の生産量は30年代のそれと比べて
増大したのである。
一方，消費量についてみれば， いわゆる世界的な食糧危機が進行した昭和
47, 48年には若干の増加がみられるものの，全体として1,200万tから1,100万
のに対し， 37年から40年までの同じ3年間に4.0ボイントしか上昇していない」（同，
前掲稿， 241ページ）。日本農業の大宗たる米の生産動向は，当然のことながらその時々
の農業生産の動向を左右するのである。これは水田利用再編対策下にある現在におい
ても変わってはいない。その意味において， 「米問題」の取扱いは，絶えず日本農業
全体との関連の中で考慮されなければならないだろう。
9)今村奈良臣「食管制度の現状と展望」同編著「転機にたつ食管制度」家の光協会，昭
和55年所収， 11ページ参照。
10)吉田忠，前掲稿， 241-2ページ参照。また， この見解の批判的検討については，
同， 263-71ページを参照されたい。
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tそこそこへ減少し続けている。しかも，問題なのは消費量の減少がこの時期
にはじまったのではなく， 42年以前にすでにはじまっていたことである。すな
わち，米消費量は38年の 1,341万tをヒ°ークにして，全体需給ギャップが比較的
小さく，しかも不足基調下にあった30年代後半において減少しはじめていたの
である。その結果，38年から53年にかけて，この間ざっと 2,000万人の人口増加
があったにもかかわらず， 53年の米消費量は38年のヒ°ーク時に比べて15%以上
も減少した。これは 1人当たり消費量の減少率が総消費量のそれを大きく上回
ったためである。そこで次に 1人当たりの消費量についてみることにしよう。
1人 1年当たり米消費量は全体消費量がビークをむかえた38年より 1年早<'
37年に 118.3kgというビークをむかえた。そして，その後全体消費量が47,
48年の世界的な食糧危機の時若干回復したのに対し， 1人当たり消費量はこの
食糧危機の時期にも回復せず減少一途をたどった。その結果， 1人 1年当たり
米消費量は53年には 81.6kgとなり， 37年のビーク時に比べて30%以上の減少
となった。かつては 1人 1年当たり米消費量は 1石 (150kg)といわれた。表Il
-2は， 1人 1年当たり米消費量の 5ケ年平均値を求めたものであるが，その
うちの(I)~(v)に相当する明治末期，大正期，昭和の戦前期においては，確かに
1石に近い米を消費していたのである。それが今やその半分近くまで減少した
のである。 しかも， ここで用いている 1人 1年当たり米消費量の数値（たとえ
ば53年の81.6kg)は『食料需給表』ベースのもので，それは全国平均値である 11)0 
したがって，都市消費者世帯などでは実際もっと少ないはずである。表IT-3は
1人 1年当たり米消費量について，全国平均，都市消費者世帯，農家世帯の三
者を比較したものである。まず，都市消費者世帯についてみれば一貫して減少
しており，この表でみる限り対前年比プラスになった年次はない。そして， 53
11) 「食料需給表』の数値は，米に限らず一般に実際より大きくでることが多い。それは
『食料需給表」が供給値を掲げていることによる。つまり，それは家庭へ供給された
盤を示すものであって，実際に「口に入った」量，換言すれば摂取量を示すものでは
ないのである。この供給最と摂取抵の差は品目によって大小はあるが，生鮮魚介類な
どにおいては特に大きい。
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表II-2 1人1年当たり米消費量 (5ケ年平均値）
明治44年～大正4年 (I) 
大正10年～大正14年 (II) 
昭和6年~ 10年 CilI) 
昭和5年~ 9年 (IV) 
昭和10年~ 14年 (V) 
昭和21年~ 25年 (VI) 
，昭和26年~ 29年 （河）
昭和30年~ 34年 (¥ll) 
昭和35年~ 39年 (JX) 
昭和40年～ 俎年 (X) 
昭和45年~ 49年 (X[) 
（単位： kg) 
130.7 
142.8 
140.6 
134.0 
134.6 
104.5 
100.3 
113. 3 
116. 7 
103.6 
92.2 
注 1) (I)~(IlI)は『国民食糧の現状』日本学術振興会，昭和14年。
(N)~(VI)は『戦前戦後の食糠事情」経済安定本部民生局，昭和
27年。（珊）~(XI)は農林水産省『食料需給表』各年による。
2) (I)~(V)については，原資料を調査課において，可能なかぎ
り概念定義の統一を図ったが，なお細部にわたっては統一しきれ
ない問題があり，利用にあたっては注意を要する。
3) (Vil)と(WI)以降とは，算定に用いている基礎資料が異なるため，
厳密には接続しない。
出所：農林大臣官房調査課編「食料需要に関する基礎統計」農林統計協
会，昭和51年。
439 
年には対前年比 5.4%減の 47.0kgで，全国平均の半分強の消費量となってい
る。このことは都市消費者世帯の「米離れ」がいかに急速に進んでいるかを端
的に示すものであろう。しかし，この「米離れ」は都市消費者世帯に限ったも
のではない。農家世帯もそうなのである。農家世帯ではその消費量が都市消費
者世帯や全国平均と比してまだ多いとはいえ39年以降減少基調が定着し， 53年
には対前年比5.2彩減の 112.3kgとなっている。この消費量は同年の都市消費
者世帯の消費量の約 2.4倍にあたるが，何よ・りも米を生産している農村で米の
消費が着実に減少し続けている事実に着目する必要があるだろう。このように
都市と農村の両方で「米離れ」が着実に進行しているのである。
42年以降の米生産量のそれ以前の時期 (30年代）に比べての大幅な増大と都
市・農村を問わず消費量の着実かつ急速な減少―この減少傾向は前述のよう
にすでに30年代後半にはじまっていたが一ーは， 30年代に形成されていた米の
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表II-3 1人 1年当たり米消費量の比較（全国，消費者世帯，農家世帯）
全 国 消費者世帯 農家世帯
た1・人(り精消1米年費）量当
対前年度
た1人（り精消1米年費）量当
対前年度
た1人（り精消1米年費）量当
対前年度
増減（△）率 増減（△）率 増減（△）率
35年度'
kg ％ kg タる kg ％ 
114. 9 97.9 
-— 
156.4 
36 
37 
38 
39 
40 
41 
42 
43 
44 
45 
46 
47 
48 
49 
50 
51 
52 
53 
117.4 2.2 93.6 △ 4.4 150.4 △ 3.8 
118.3 0.8 90.1 △ 3. 7 155.5 3.4 
117.3 △ 0.8 88.7 △ 1. 6 158.8 2.1 
115. 8 △ 1.3 84.0 △ 5.3 150.9 △ 5.0 
111. 7 △ 3.6 81. 2 △ 3.3 147.6 △ 2.2 
105.8 △ 5.3 76.8 △ 5.5 145.5 △ 1. 4 
103.4 △ 2.3 74.0 △ 3.6 142.9 △ 1. 8 
100.2 △ 3.1 70.2 △ 5.2 141. 3 △ 1. 1 
97.1 △ 3.1 66.0 △ 6.0 135.2 △ 4.3 
95.1 △ 2.1 64.3 △ 2.5 133.3 △ 1.4 
93.1 △ 2.1 62.1 △ 3.5 132.7 △ 0.4 
91. 5 △ 1. 7 57.9 △ 6.9 127.7 △ 3.8 
90.8 △ 0.8 55.4 △ 4.2 126.6 △ 0.9 
89.7 △ 1. 2 54.5 △ 1.6 126.1 △ 0.4 
88.1 △ 1.8 51. 6 △ 5.3 120.8 △ 4.2 
86.2 △ 2.2 50.5 △ 2.2 119.4 △ 1. 2 
83.4 △ 3.2 49.6 △ 1. 7 118.4 △ 0.8 
81. 6 △ 2.2 47.0 △ 5.4 112. 3 △ 5.2 
注 1)農林水産省『食料需給表』，『農家生計費調査』，総理府『家計調査』による。
2)国民1人当たり消費量は，外食仕向けを含む供給ベース（供給純食料）
であり，また，非農家世帯，農家世帯の消費量は購入ベース~(農家世帯で
は自給分を含む。）で，外食による消費量を含まない。
3)非農家世帯1人当たり消費量は1世帯当たり月間消費量を月別世帯員数
で除したものを積みあげたものである。なお， 37年12月以前は全都市全世
帯， 38年1月以降は全国全世帯の数値である。
4)農家世帯1人当たり消袈量は， 1世帯当たり年間消費撒を年度始世帯員
数で除したものである。
出所：農林水産省「昭和54年度農業白書附属統計表」に筆者が加筆したもの。
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需給構造を崩壊させることとなった。すなわち，それは米の全体需給ギャップ
を拡大させ，米「過剰」を構造化させたのである。そしてこのことは当然のことな
がら政府の古米持越量の増大となってあらわれた。たとえば，政府古米持越量
は38米穀年度，39米穀年度にはそれぞれ1.7万t,1. 4万tであったのが45米穀
年度には720万tと膨大な量になり，その後49米穀年度には61.5万tまで縮小し｀
たが50米穀年度以降再び増えはじめ54年10月末で649.6万tにのぽっている。
もちろんこのような42年以降生じた米の需給構造の変化に対して，政府は諸
施策を講じてきた。その施策の目的は米需給均衡の達成におかれていた。そし
てかかる米需給事情のもとにおいては，このような政府の目的設定自体はまち
がっていたとはいえないであろう。しかし問題なのは，政府が米需給均衡を食
管赤字軽減のための手段として達成しようとしたことである。換言すれば，政
府は財政視点からのみ米の需給問題をとらえようとしていたといっていいであ
ろう。そして，このような財政視点からした米の需給問題の把握は一貫して続
けられることになる。もちろん，米「過剰」下において食管赤字は膨大な額に
のぼっている。たとえば， 44年についてみれば食管損失は 3,462億円でありそ
の年の対農林予算比をみるとその約42彩にあたるほどである。また54年では食
管損失は対農林予算比19.396と減少してはいるが，額は 6,669億円にのぼって
いる12)。このため政府は食管赤字の軽減をはかるため米不足時における公正な
米の配分を基本理念とした食管法を「米過剰下の現状にはそぐわないもの」と
して，これのなしくずし的な改変を行ってきた。すなわち， 44年の優良うるち
米，酒米，もち米の....:...部における自主流通米制度の導入， 45年の買入制限の実
施， 47年の消費者米価の物価統制令適用廃止， 54年の政府買い入れ米の品質
格差導入， 55年の低品質米 (4類， 5類）の自主流通米化， 56年に予定されて
12)食管財政の構造に関しては今村奈良臣「食糧管理特別会計の構造とその機能」古島敏雄
編『産業構造変革下における稲作の構造I』東京大学出版会所収， 1975年．同「食管財
政の構造」近藤康男編集代表，前掲「日本農業年報第28集』所収．白川清「食管財政
の現状とその適正なあり方」『農業と経済』，昭和55年11月所収を参照されたい。
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いるところの米穀通帳の廃止（配給統制の廃止）， 贈答米や縁故米の許可， 販
売業者の許可制の導入などがそれである13)。これら一連の制度のなしくずし的
変更を通じて，政府は究極的には食管制度を全廃し，米の間接統制をめざして
いるといえる。そして，そのことによって食管財政の負担をなくそうとしてい
るのである。しかも，近年，国債の大量発行や「低成長」下での歳入ののびの
「鈍化」などによる財政事情の悪化，およびそれと関連する増税問題が大きく
クローズ・アップされるなかで，いわゆる「3K赤字」の 1つである米に対す
るそのような政府の方針が財界はもとより一部の労働組合でも積極的に支持さ
れてきている14)。このように政府は米「過剰」に伴う食管財政の負担の増大を
なるべく小さくせんがために一ーできることなら食管制度そのものをなくした
いのだが一ー食管制度の改変に着手してきた。それはいわば米における政府の
役割，つまり統制面を削減する代わりに市場経済原理を導入してきた過程でも
ある。そして，米（主食用うるち米）の流通実績からみた場合， 53年産米で政
13)食管制度に関する文献は非常に多いので，ここではいちいちこれらを掲げない。白川
清氏が近藤康男代表編集「日本農業年報第17集」御茶の水書房， 1968年に基本的文献
のリストを作成されているのでそれを参照されたい。
なお， 56年の食管法改正案には麦価算定方式の変更も含まれていたが，結局これは
見送られることとなった。
14)米が間接統制に移された場合，われわれの生活や日本農業がどうなるかについては，
河北新報社編「米をどうする 食管が消えた」三一書房， 1981年を参照されたい。未
来ドキュメントとして，この問題が興味深く描かれている。
また，米が間接統制に移されても，財政負担は軽減されないという主張がある。今
村奈良臣氏の見解である。氏はいわれる， 「戦前の間接統制時代の財政負担は，経済
構造や財政構造が現在とはまったく違うとはいえ，けっして軽いものではなかったこ
とを想起すべきであろう。米過剰に見舞われていた昭和5~7年度をみると，一般会
計歳出に対する米穀需給調節特別会計の損失の比率は3ケ年平均で 2.1彩，同じく農
林予算に対しては46.3彩であった。……間接統制が安上がりだとはただちにはいえな
ぃ」（今村奈良臣，前掲稿「食管制度の現状と展望」，53ページ）と。しかし，現状の米「過
剰」下において，食管制度を廃止し米を間接統制下におくならば生産者米価は大幅に暴
落し，米作農家のうちかなりの戸数が米生産から脱落するであろう。その結果，米生産
量も減少し，それに要する財政負担もやはり軽減されるとみるべきではなかろうか。
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府米が約372万t,自主流通米が約218万tであり，その割合はざっと1.7対 1
となっている。この優良銘柄米を主体とする自主流通米に， 55年産米から実施
されている北海道産米や青森県産米に代表される 4, 5類の低品質米が加わり
その量が拡大されるならば政府米と自主流通米の比率はもっと縮小することに
なろう。米が部分統制へ，そして間接統制へ着実に歩を進めているといわれる
ゆえんである。
しかし，財政視点からのみ米の需給問題をとらえる政府の短見性は食管制度
の改変や手直しだけでなく，それと同時にもっと直接的で即効性のある措置を
必要とした。いわゆる米の生産調整の導入がそれである15)。米の生産調整は44
年にはじまる。それはちょうど自主流通米制度が導入された年でもある。そし
て，この生産調整政策は今日においても水田利用再編対策という形でなお進め
られている。そこで，政府が米「過剰」問題に対処するために推進してきた生
産調整政策の展開をみておくことにしよう。
まず，生産調整初年度にあたる44年についてその特徴を一言でいえば，計画
規模は小さく，実績も計画規模を大きく下回ったということである。すなわ
ち，計画規模は 1万haであったのに対し，実績も転作の 5千haにとどまった
のである。それは主として反当たり 2万円という低い転作奨励補助金（以下，
補助金と略記する）の交付と転作が集団転作に限定されていたことによる。 45年
—その年，米生産調整緊急措置が実施された一ーについては，計画数量 100
万tに対し実績は138.8万tと目標達成率139形を記録した。この年の特徴とし
ては，転作と休耕の区別なく反当り 3万5千円の補助金が支給され，その結果
実績面積に占める休耕の割合が転作の 3倍以上となったことであろう。 しか
も，前年同様この年も転作対象作物についてはこれといった言及がなされてい
なかったこともこれに影響を与えたと思われる。
15)米の生産調整に関する文献も多数ある。しかしここでは箕輪伊織氏が作成された文献
リストがあるのでそれを参照されたい（大島清編著「米の生産調整」御茶の水書房，-
1975年所収）。
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次いで， 46年である。 44~45年はその内容からしていわば生産調整の試験期
的性格をもつものであるのに対し，この年から米買入れの予約限度制の導入と
ともに生産調整は本格化する。その特徴を列挙しておこう。第 1に，休耕に対
する補助金を48年で打ち切ることを決定したことである。これは前述のように
前年には生産調整実績面積のうち休耕の比重が転作に対し 3倍以上になってお
り，休耕の性格上いつそれが米作に復帰してくるかわからないという危惧の念
を抱いたからであろう。第2に，補助金に格差を設けたことである。すなわ
ち，個人的な単純休耕は反当り 3万円，寄託休耕と農地保有合理化法人に米以
外の作物栽培を条件として土地を貸す場合はそれぞれ反当り 3万5千円，普通
転作も反当り 3万5千円， 個別農家や集団が 5ha以上の転作を行うか，また
は永年作物に転作した場合は特別転作として反当り 4万円支給されることとな
った。以上のような大まかな特徴をもつ46年の生産調整は計画数量230万tに
対し実績は226万tで目標達成率98彩という結果であった。しかし，その内容
をみれば休耕が若干減少したものの依然として実績面積の半分以上を占めその
意味では稲作からの転作を生産調整政策の要としている政府にとっては不本意
なものであっただろう。だが，逆にいえば前年に比べて 130万tも上積みされ
た計画数量をこなすためには，たとえ一時的な休耕にせよ， 46年分の計画数量
をほぼ消化したという意味では政府にとってそれなりの意義があったといえる
かもしれない。ただこのような高い休耕率についていえば，転作作物について
は米以外の作物としか言及せず，補助金格差についてもたとえば普通転作と休
耕では反当り 5千円程度の差しかないのであるからこのような高い休耕率もあ
る意味では当然であったといえるであろう。 47年， 48年については補助金の種
類・金額，転作作物についての言及は46年と全く同一である。ただ， 47年に
は， 46年に創設された米生産調整協力特別交付金が総額100億円から200億円に
アップされ交付されることになった。これはそれまで，生産調整に応じなかっ
た農家を生産調整に協力させようとしたもので，したがって新たに生産調整を
はじめたものに限られていた。しかし， 48年にはこの交付金は目標達成農家に
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のみ交付されることとなった。ちなみに交付金は 1kg当り 9.5円であった。
47年の調整数量は215万tで実績は 233万 tとなり目標達成率は 108彩であっ
た。 48年についてはそれぞれ205万t,230万t,112彩であった。そして，実
績面積に占める休耕率は依然として両年とも 5割前後の高率にあった。 47年と
48年が200万t以上の大規模な調整計画数量の消化と生産調整条件という点で
は46年と全く同じ状況下にあったのだからこのような休耕率は当然のことであ
．ったといえるであろう。しかしこの48年までを通じて何よりもここで注目して
おかなければならないのは，生産調整政策がひたすら調整計画数量の完全消化
のみをめざしてきたことであろう。換言すれば，生産調整政策は「米減らし」
第一主義をとり，そのためには転作か休耕かといった問題ーーじつはこの問題
こそ日本農業を展望するうえで重要な問題なのだが一ーを重視してこなかった
ことであろう。そこには，とにかく米を減らして財政負担を軽減したいという
政府の意図があったことは明らかであろう。財政視点から米の需給問題をとら
えるという考え方がここでも貫かれているわけである。
次に49年である。この年の特徴としては第 1に， 48年秋に起ったオイル・シ
ョックと輸入農産物価格の高騰に示されるいわゆる世界的食糧危機のもとで計
画数量が135万tに削減されたことである。 46~48年の計画数量が200万t台で
あったからこれはかなり大幅な削減といえるだろう。第2に，単純休耕を生産調
整政策の対象からはずし，したがって休耕奨励補助金を廃止したことである。
なおその他の補助金はそのまま存続させ金額も据え置かれた。その結果，計画
数量135万 t に対し実績は130万 t で目標達成率は96~るであった。そして，この
実績は本年から休耕が廃止されたことにより転作と土地改良通年施行により達
成されたのである。しかし，米生産調整特別交付金に条件の変更があったもの
の転作については依然として作目の具体的な指定はなく，また，土地改良通年
施行についてもそれはやがて米作に供される性質のものであるから内容的には
やはり「米減らし」第一主義が貫かれていたといっていいであろう16)。50年も
16)米生産調整協力特別交付金については「稲作転換のやりすぎによって米不足事態が生
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目標数量がさらに削減されたことを除いては49年とほぼ同じ内容で生産調整は
実施された。その結果目標数量100万tに対して実績は108万 tで目標達成率は
108彩であった。
次に51年はむこう 3年間を目標に水田総合利用対策が実施された年である。
ここでの最大の特徴は転作内容がはじめて示され，転作作物に対する奨励補助
金に格差を設けたことであろう。すなわち，転作作物の指定に関し， 50年以前
のような米以外であれば何でもよいというようなことはやめて生産の必要性と
いう視点から転作作物をそれぞれ(1)一般奨励作物， (2)特認食用作物， (3)特認非
食用作物， (4)経過措置対象作物にくくり直し， (1)に対しては 4万7千円（基本
額4万円＋加算額7千円，以下4万十7千円と略記する），但し大豆については 5万
円 (4万十1万円），(2)に対しては 4万円 (3万5千十5千円）， (3)に対しては3万5、
千円 (3万十5千円），(4)に対しては 4万円(4万十0円）を交付することにした17)。
なお，土地改良通年施行に対しては以前と同額の反当り 3万円が交付されるこ
とになった。その結果，目標数量90万t.目標面積21万5千haに対し実績面
積は19万5千haで達成率は 91彩であった。次いで水田総合利用対策の 2年目
に当たる52年においては目標数量・面積とも前年と同じで実績面積は21万2千
haであったので，その達成率は 100彩近くになった。 しかし，水田総合利用
対策は当初の計画であった 3ケ年の実施期間を完遂することなくこの年で打ち
切られることとなった。再び米「過剰」が顕在化し，政府のいういわゆる「単
年度需給均衡」が大きくくずれ，古米持越量が増大してきたからである。これ
まで10年近くにも及ぶ生産調整政策の実施にもかかわらずこのような米「過
ずることをおそれ，これまで減反の目標数量を100彩達成した者にだけ交付したのを，
当年は目標の80彩以上達成者に交付すると改めた。他方では転作のやりすぎを防止す
るため， 目標の 120彩までを上限とし，それ以上の転作部分については交付しないこ
と」にした（白川清「生産調整の展開．と財政問題」大島清編著，前掲書， 41ペー ジ）。
17)水田総合利用対策において，はじめて転作作物に生産の必要度という考えが導入され
たが，これは転作作物における需給問題に対する配慮をうかがわせるものであろう。
この考えは水田利用再編対策において，より強力な形で受け継がれることとなる。
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剰」が再び顕在化してきたことの理由は次のことによる。第1に，生産調整数
量の割当て削減と政府米在庫量の積増をはかったことである。これまでの政府
の方針は，生産調整政策により稲作付面積を減らし米生産量を減らす一方で
「過剰」米を処理していくというものであった。じじつ生産調整の割当て数量
は48年まで 200万t台という大きなものであったし，他方「過剰」米について
も45年以降，輸出用，飼料用，工業の原材料用という形で処理され49会計年度
までに 770万tを処理するという「徹底した過剰」米退治を行った18)。しかし
ながら， 48年の世界的な食糧危機とオイル・ショックを契機としてこういった
方針が変更されることになる。つまり， 49年~52年にかけて調整目標数量は90
~100万t台へ半減されると同時に政府在庫量は備蓄分を考慮し50年には200万
tへ引きあげられたのである。しかもその一方でオイル・ショックに端を発す
るいわゆる「狂乱物価」の結果，生産調整に歩調をあわせた価格政策のために
それまで主として据え置かれていた一ー物価上昇率を考えた場合実質的切り下
げであった一一生産者米価が大幅に引き上げられ再び米の相対的収益性が増大
したのである。 この点を生産者米価の対前年比上昇率についてみれば， 44年
から 47年までの 4年間はそれぞれ0彩， 0.2彩， 3.0彩， 5.1彩であった。しか
し， 48年にはそれは15.0彩となり， 49年には32.2彩， 50年では14.4彩そして51
年には 6.4彩となる。また生産者米価の対全国平均第一次生産費倍率（＝生産者
米価＋全国平均第一次生産費）についてみれば44年1.61倍， 45年1.55倍， 46年
1. 42倍と下がったあと 47年1.54倍， 48年1.65倍， 49年1.68倍， 50年1.75倍と
一貫して上昇をつづけている19)。しかも48年以降は生産調整政策以前の水準を
18)これに要した費用は1兆円といわれている。ちなみに45,46年の農林予算額は1兆円
そこそこだったのであるから，これによっても政府が「過剰」米退治にいかに重点を
置いていたかがうかがいしれよう。
19)梶井功「米をめぐる諸政策の推移と問題」近藤康男編集代表『日本農業年報第27集』御
茶の水書房，1979年所収，81ページ参照．もっとも，この倍率ー一-今村奈良臣氏の呼称
に従えば米価の生産費カヴァー率一＿の意味するものは何であろうか。梶井氏はこの
倍率がほぼ2に近い場合をとりあげ，この倍率のもつ意味を明らかにされている。「Pl
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回復するに至ったのである。このような生産調整目標数量の大幅な削減，政府
在庫量の積増，米価の引き上げ，それに加えて休耕の打ち切りは米生産農家に
影響を与えないわけはなかったのである。その結果，米はひきつづく需要の減
少をよそに増産体制に入り，再び「過剰」基調を強めた。一時49米穀年度には
61. 5万tまで減少した政府古米持越量も 53米穀年度にはその9.3倍にあたる
572.2万tにも達した。 572.2万tといえば，その年の自主流通米を除いた国内
産米買入量の 608.9万tにほぼ匹敵する膨大な量である。こうして政府のいう
「単年度需給均衡論」はもろくもくずれ，政府は膨大な在庫を再びかかえるこ
とになったのである。
こうした事態を背景に・水田総合利用対策は途中打ち切りとfより，その実施計
画最終年にあたる53年に水田利用再編対策が登場してくるのである。したがっ
て，水田利用再編対策はその成立の背景からして当然のことながらこれまでの
諸施策と比べてより「強力」な措置を内包していた。それは第 1に，その実施
期間を53年から向こう10年間としたことである。これまでの生産調整政策は水
田総合利用対策を除けば実施期間を明確に設定せず，いわば単年度政策の色合
いが濃いものであったといえよう。その意味で水田利用再編対策がその実施期
間を向こう10年間と明確に打ち出し，その政策の．「長期性」を強調しているこ
とは注目に値しよう。第2に，その10年間をさらに 3期に区分し，各期ごとの
C (P: 生産者米価， c:全国平均第一次生産費――—引用者）が 2 に近い値をとるこ
との意味については，…簡単にいえばこういうことである。水田にはいまでもなお豊
度の差がある。 P/Cがほぽ2であるということは， 優等地も咳劣等地も単位面積あた
り同等の費用が投入されているとき一作付規模が同じならほぼそうなる一—•米価P
は平均収量の半分の収量しかあげられぬ劣等地のコストまでをカバーしていること，
を意味する。平均収量の半分までの収量地点をとれば．いまの豊度別水田の分布状況
では水田面積の95%がふくまれる。だからP/Cがほぼ2だということは， 資本投入
が平均条件下でおこなわれているかぎりで，価格が最劣等地のコストをほぽカバーし
ていることを意味する。そして，国内産米では需要量に不足しているという条件下で
は，現有水田の平均的条件下での資本投入を前提にした最劣等地コストをまかなう価
格は，経済的にあるべき価格と評価していいのである」（同「食糧管理制度の今日的
意義と課題」『ジュリスト」 1981年3月1日， 735号， 45ペー ジ）。
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調整目標数量・面積を固定したことである。これまでは調整目標数量・面積は
各年ごとに決めるという方法をとっていたのだからこれは大きな変化といえよ
う。そして，これと同時に事前売渡申込限度数量も各期ごとに固定されること
になった。換言すればここでも単年度政策は大きく後退したのである。第 3
に，調整目標面積の配分においてこれまでとはちがった形で地域差別的配分が
再び強化されたことと，目標面積の完全消化が不可能な場合や自力開田にはそ
れに対しペナルティーを課すことになったことである。 46年から事実上，目標
面積のいわゆる「傾斜配分」方式が採用されていたが， 49年を頂点にそれはそ
の後緩和されることになる。しかし，ここに至って再びそれが新たな形で強化
されるのである。この点を目標面積の43,44年の稲作付面積に占める比率でみ
ると， 45年については一ーこの年から50年までは目標面積を発表せず目標数量
しか発表していないので， 43年， 44年の生産数量に占める目標数量の割合をと
ると一ー全国的にほぼ6~8%とな・っている。それが 49年には，北海道 34.7 
彩，東北4.8彩，北陸3.5彩，関東東山7.4彩，東海4.6彩，近畿6.6彩，中国6.6
彩，四国13.7彩，九州9.1彩，全国平均8.4彩となって北海道に極端な「傾斜配
分」となっている。しかし，その後北海道に対する割当ては1096以上引き下げ
られたのに対し，他はほぼこの水準で移行したことにより49年にみられたよう
な極端な「傾斜配分」は緩和された。だが53年には再び「傾斜配分」が49年と
はちがった形で強化されるのである。前掲の比率を， 53年についてみると北海
道33.3彩，東北9.2%,北陸6.2彩，関東東山12.8%,東海8.2彩，近畿1.0彩，
中国10.0彩，四国14.2彩，九州13.0彩，全国12.3彩となっている。これを49年
の数値と比較すると北海道は49年水準へ，そしてその他の地方ではそれ以上へ
引きあげられている。その結果全国平均も 4飴ほど上昇している。このかぎり
では転作目標面積の増大によって全国一律に転作目標面積が引きあげられたか
にみえる。確かに転作目標面積の割当てが全国的に底上げされたことは事実で
ある。しかし，だからといって「傾斜配分」方式が緩和されたとか放棄された
とみるのは早計にすぎるであろう。この点を明らかにするために，前掲の比率
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において 53年の対前年比増加率をみると次のようになる。すなわち，北海道
9.5彩に対し，東北5.9彩，北陸4.0彩，関東東山7.7彩，東海5.2彩，近畿6.1
鍬中国5.5彩，四国4.2彩，九州6.4%,全国6.2彩となっている。さらに北海
道とその他の地方の平均を比べると，それぞれ9.5彩対5.6彩となる20)。このこ
とは，これまで，比較的緩和基調にあった「傾斜配分」が北海道を中心に再び
強められたことを意味するであろう。このことから水田利用再編対策における
転作目標面積の配分は一方では転作目標面積の全国的底あげをはかりつつ他方
では，そうしたなかにおいても地域選別的な「傾斜配分」を行なうという重層
性をもつものといえよう。次に，目標未達成の場合と自力開田におけるペナル
ティー制の導入についてであるが，これはいままでにない新たな規定である。
これまでは，割当て目標の達成に関しては主として地方自治体レベルの問題と
してとらえられてきたといっていいであろう。換言すれば個々の農家や集落の
目標達成率を二の次にして地方自治体レベルでの目標達成率を重視してきたの
である。この理由についてはいくつかのものが考えられるであろうが，ここで
は次の点を強調しておくことにしよう。それは個別農家や集落にたとえ目標未
達成があったとしても地域全体としては目標を達成すればよいという考えがあ
ったことである。こういった考えは水田利用再編対策以前の生産調整政策全体
に貫かれており，その背景には政治的思惑が秘められていた。つまり，農村が
保守の政治的基盤であり，農村票にマイナスとなるような農民に対する直接的
な強制措置はできることならとりたくないという政府・与党の思惑があった。
したがって，農家や集落レベルにおいて直接かかわってくる自力開田の抑制な
どの問題はとりあげられてこなかった。また，もちろん目標未達成の場合のペ
ナルティー制の導入も正面切って政治の日程にはのぽりえなかった。しかし累
増する古米在庫と米単年度需給の大幅な不均衡は，このような考えをもつ政府
20)ここで用いた数値は七戸長生「『減反・転作」推進の欠陥と基本問題」矢島武編著
「日本稲作の基本問題」北海道大学図書刊行会， 1981年所収， 352ページの表6.2を参
照した。なお，数値によっては筆者が加工したものもある。
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をして，ついに自力開田や転作目標面積の未達成には翌年にその分を加算し，
事前売渡申込限度数量を削減する（いわゆるペナルティ一方式）という農民に対
する直接的・強制的措置をとることを余儀なくさせたのである。このペナルテ
ィ一方式の採用は，明らかに水田利用再編対策の「強権性」を示すものといえ
るであろう21)。しかし，このことは逆に日本資本主義がもはやかかる強権の発
動によってしか米「過剰」問題に対処しえないことを示すものであろう。第4
に，転作作物の指定に関しては水田総合利用対策での考え方ー一転作作物の指
定にはその需給事情を参考にして決める一ーをさらにおし進め，さしあたり過
剰の恐れのない作物を中心に特定作物（大豆，飼料作物，麦，そば，甜菜），永年
性作物（果樹，桑など），一般作物（野菜，豆類，たばこ，林地など）の 3区分を
設けたことである。これをみるかぎり需給事情を十分配慮したことはうかがい
しれるが，たとえば特定作物をみるかぎり反収は低く収益も低い作物を並べて
おり，その転作の定着には疑問を抱かせる22)。また一般作物や永年性作物も問
題なしとしないが，この点は後でふれることにしよう。第 5に，転作奨励補助
金体系の変更が行われたことである。それは前述の転作作物の区分に従い，ぃ
ずれも反当り基本額で特定作物 5万5千円，永年性作物 5万5千円，一般作物
4万円，そしてあとでみる管理転作4万円が交付されることになった。また土
地改良通年施行には前年より 1万円アップの反当り 4万円が交付されることに
なった。しかし，ここでは補助金間の格差の拡大に注意しておかなければなら
ないであろう。水田総合利用対策下では補助金間の格差は基本額で反当り 5千
円ほどであったものが，ここにおいてはそれが 1万5千円となっている。これ
は特定作物や永年性作物への補助金が重点的に上積された反面，「需給上の問
題を起こしやすい作物（たとえば野菜など一一引用者）に対しては土地改良の通
21)ペナルティ一方式は，この意味において現代版「経済外的強制」といってさしつかえ
ないであろう。
22)特定作物のうち，甜莱は北海道の一部に限定されている。
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年施行なみの水準に奨励金の水準を抑制した」23)結果であるといえよう。さら
に，この補助金体系の特徴として基本額の他に，新たに集団転作に対しては計
画加算額が上積されることになったことがあげられるであろう。これは，個別
農家の転作の促進だけでなくこのような優遇措置を通じての集団転作の推進に
よってより効率的に転作を拡大しようというものにほかならない。計画加算額
は転作率に応じてそれぞれ反当り特定作物1~2万円，永年性作物 1~2万
円，一般作物7千~1万3千円，管理転作7千~1万3千円の範囲内で交付さ
れることになった。したがってこの奨励補助金体系の性格は転作作物からみれ
ば自給率の極端に低い作物に補助金をいままで以上に重点的に交付することに
よってその作物を増産し，他方転作方法からみればこれまでとは異なった計画
加算による集団転作の積極的推進によって，いわば農家レベルを越えた地域単
位での転作を展開させようとしたものといえょう。第6に，管理転作制度の導
入が行われたことである。この制度の導入され＇た意図は今村氏が指摘されてい
るように次の点にある。すなわち， 「これは兼業化が進み転作だけでは生産調
整が容易にすすまないという判断のもとに休耕となりそうな水田については農
協の管理，つまり……保全管理に委ねようと」した点と， 「構造政策の推進を
掲げたことにより，農協を仲介しつつ，転作を進めるために農地の貸借を促進
しよう」24) とした点にある。これは一括して水田預託と呼ばれるものである。
そしてこの水田預託のうち前者，つまり農協の保全管理とはその実態からいぇ・
ば休耕のことであるといえよう。また，後者の方針，つまり農協を媒介として
転作の拡大のために農地貸借を促進しようとする方針は，農用地利用増進事業
との関連で重要なものである。しかし，水田預託に関しては実際には保全管理
（休耕）が圧倒的に多く，後者の農地貸借は種々の権利問題がからんでおりす
すんでいない。これを53年の実績でみると，水田預託に占める前者と後者の比
23)今村奈良臣「水田利用再編対策の決定過程と実績」近藤康男編集代表「日本農業年報
第27集」御茶の水書房， 1979年所収， 100ベー ジ．
24)今村奈良臣，前掲稿「水田利用再編対策の決定過程と実績」， 101ページ．
336 
米「過剰」問題の一考察（神前） 463 
率はそれぞれ99.4彩と 0.6彩となっている。面積にして後者はわずか170haに
すぎないのである25)。ともあれ，ここでは，保全管理という名称のもとに農協
管理という形ではあれ，実質的に再び休耕が認められるようになったことに注
目しておくことにしよう。
水田利用再編対策は以上のような概要で53年から実施され56年から第2期目
に入っているdその転作目標数量・面積と実績については表II-4に示した通
りである。それによれば， 53年， 54年は目標数量・面積において水田総合利用
対策に比べて共に2倍に引きあげられ， なおかつ55年には各期間中の目標数
量・面積はこれを固定するという当初の約束が破られ，．対前年比で数量44彩
増，面積36彩増のそれぞれ245万tと53.5万haとされたにもかかわらず，達成
率は第1期間中すべて 110彩を上まわった。にもかかわらず，第2期ではさら
に転作目標を 67.7万ha (但し， 56年だけは， 55年産米が975.1万tと近年稀にみる
凶作であったことを考慮して66万ha)に上積みすることを予定している。約68万ha
といえば，近畿二府四県，中国，四国，北陸の一部の全水田面積におおよそ相
当する。しかもそれは全国の水田本地面積の約¼にあたるまことに膨大な量で
ある。前述のような 110:彩をこえる転作目標達成率にもかかわらずこのような
膨大な量の水田を生産調整に供さねばならない理由は表 I―5にみられるよ
うにいっこうに減らず， むしろ増大さえしている米の潜在生産量と減り続け
表Il-4 水田利用再編対策の転作目標と実績の推移 （単位：万t.千ha,%)
第 1 期 第 2 期・
I 53 年 I 54 年 js年（見込み）I ss年（予定） I 57年（予定） I 58年（予定）
目標数量I 170 I 110 I・ 245 I I 
面積 391 391 I 535 660 677 s11 
実績面数積量I4-~8 I 471 - 58-5 I I 
達成率I. 112 I 121 I uo 1 1 
25)今村奈良臣，前掲稿「水田利用再編対策の決定過程と実績」， 111ページ第4表を参照．
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表Il-5 米の需給計画
1 s1年産 1 I 52 5~ 
潜在生産量 (A) 1,300 1,300 1,340 
総需要量｛翡t屈 1,210 1,210 1,170 (1,182) (1,148) (1,136) 
要調整数量 (A)-(B) 90 90 170 
生産予定量｛翡i;.績巳 1,210 1,210 1,170 (1,177) (1,310) (1. 259) 
出所：前掲「日本農業年鑑」
（単位：玄米万t)
54 55 
L 340 1,360 
1,170 1,115 
170 245 
1,170 1,115 
(1,196) 
る需要量とのギャップ，つまり政府の「米需給計画」でいう要調整数量の増大
傾向である。要調整数量の増大は凶作でもないかぎり，それは結局政府古米在
庫の累増につながるわけで， 「単年度需給均衡」をめざす場合にはその分を転
作の形で消化せざるをえないことになる。しかも，かかる要調整数量の増大傾
向はここ当分続きそうである。農林水産省の昭和65年を目標年次とした『農産
物の需要と生産の長期見通し」によれば，米の消費は 1人当り 63~66kgC対
53年比2割減），総消費量970~1,020万t(対53年比1割減）と見込んでいる。 一
方，生産については需給均衡を前提として，総需要量の中央値である 1,000万
tとしている。そしてそのために必要な転作面積は水田利用再編対策第2期よ
りさらに約10万ha上積されて約76万haが必要とされている。しかも，消費
量に関しては『家計調査」などからしてもっと実際には減るかもしれないの
で，この『見通し』以上に転作面積が増大される可能性があるといえよう。
すでにみたように， 44~50年までの生産調整政策では転作作物に対する具体
的内容が提示されず，とくに48年までは休耕が調整目標面積の40彩以上をも占
めるという具合で，単なる「米減らし」政策の性格が強かった。しかし， 51年
からはじまる水田総合利用対策でははじめて転作作物の内容についての言及が
なされ，さらに53年から向こう10年間にかけて実施されることになった水田利
用再編対策では，この点がより一層明確化され転作の推進がうたわれるように
なった。それでは生産調整政策の性格は44~50年と51年以降とにおいて異なる
ものであろうか。換言すれば， 51年以降の生産調整政策は従来の短見的な単な
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る「米減らし」政策とは本質的に異なり，転作の定着を通じ・て米需給の均衡を
はかりつつ日本農業の発展を意図するものであろうか。これを明らかにするた
めには 51年以降の転作実績の内容に立ち入らねばならないであろう。 しか
し，ここではこの点に深く立ち入る余裕はないので重要と思われる点をあげて
おくことにしよう。
まず，水田総合利用対策における転作実績の内容であるが，簡単にいえばそ
れは「青刈り稲を含む飼料作物が目標面積の25彩を占め，主力は野菜とその他
の作物という状況であった」26)。つまり，価格変動の激しい野菜を中心に，飼
表ll-6 水田利用再編対策第1期の転作実績と『長期見通し」 （単位：万ha)
年 度 I 53 54 55(見込み） 65(『見通し』）
麦 類 I 4.1 5.4 8.3 11 (9.4) , (11. 5) (14.2) (14.5) 
大 豆 I 6.9 7.0 8.8 15 (15.8) (14.9) (15. 0) (19. 7) 
飼料作物 I 1. 7 12.3 15.6 24 (26. 7) (26.1) (26. 7) (31. 6) 
小 計 I 22.7 24.7 32.7 50 (51. 8) (5_2. 4) (55.9) (65.8) 
野 菜 I 8.0 8.7 9.8 8 (18. 3) (18. 5) (16.8) (10.5) 
永年性作物 I 1.0 1.0 1. 2 4 (2.3) (2.1) (2.1) (5.3) 
そ の 他 I 12.1 12.7 14.8 13 (27.6) (27.0) (25.3) (17.1) 
ムロ 計 I 43.8 47.1 58.5 76 (100.0) (100.0) (100. 0) (100. O) 
注 1)永年性作物の65年度は， 53年度以降65年度までの累計面積である。
2) ( )内の数値は構成比（彩）を示す。
3)『長期見通し」は昭和55年11月7日閣議央定の『農産物1)需要と生奎の長期
見通し」による。
出所：松本登久男，前掲稿， 69ペー ジ．
26)松本登久男「当面する需給調整問題の性格と農業政策の課題」『農業と経済」 1981年
4月号所収， 68ペー ジ．
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料作物が若千増えたが，最も期待されていた大豆転作はそれほど進まなかっ
た。次に水田利用再編対策第 1期における転作実績の内容については表Il―6
にみられる通りである。それによれば， 55年においては麦，大豆，飼料作物の
三大特定作物が一一『長期見通し』の65.8形には及ばないまでも一二転作面積
の55.9彩を占めている。これは特定作物への転作が大幅に増えたことを示すも
のである。このことは何よりも奨励補助金が一般作物などに比べて特定作物に
対し特に厚く交付されるという，奨励補助金体系の格差構造によるものであろ
う。だが，その一方で特定作物と同額の奨励金が交付されることになっている
永年性作物については転作はほとんど進んでいない。それは「過剰」問題をか
かえる温州みかんやぶどうなどをその対象外とし，桑のような地域的に生産の
限られた作物を指定したことによるであろう。つまり，極端にいえば奨励補助
金交付の対象となっている永年性作物は現実的には農家にとって生産の対象と
はなりえないものばかりだったのである。なお，項目的には「その他」のウエ
イトがかなりの比重を占めている。 しかし，これはそば，甜菜，豆類，たば
こ，林地，水田預託，土地改良通年施行等をひとくくりとしているためである。
いずれにせよ，このような特定作物への転作の増加は否定しがたいし，その
かぎりでは水田利用再編対策は成功しているかにみえる。だが，問題は転作の
定着性にある。つまり，転作が一時的なものかそれとも恒久的なものかという
ことが重要となる。しかし，この点に関しては特定作物への転作は定着性をも
ちえないといわざるをえないであろう。その理由として第 1に収量・価格問
題があげられるだろう。つまり，米であれば反当りおよそ 500kg以上とれるわ
けだが，大麦ではそれが 350kg程度であるし大豆となると 150kgとなる。
その結果粗収入も米なら反当り16万円から20万円近くになるのに対し，麦類で
あれば奨励補助金込みでも10万円程度にしかならないのである。しかも大豆な
どでは収獲が不安定で価格変動も大きい。したがって，収量・価格面での米の
相対的有利性は絶大であるといえよう。第2に，特定作物はすべて畑作物であ
るという点である。つまり，水田で畑作を安定的に営むためには，どうしても
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水田の乾田化が必要とされる。しかし，そのような乾田は極めて少ないのが現
状である。第 3に，特定作物のうちで最も転作が進んでいる飼料作物が流通性
をもたないということである。畜産農家であればそれは自給飼料用として転作
が定着する可能性はあるが，それ以外の農家では流通性のない，つまり販売し
えない飼料作物の生産は定着しえないのはあきらかであろう27)。
以上のことから，転作の定着は困難であると思われる。しかし，だからとい
って転作の定着がどのような作物でも不可能だというわけではない。飼料穀物
ならその可能性はある。飼料穀物といってもトウモロコシのような畑作物では
ない。トウモロコシは確かに市場流通は可能だが，水田の乾田化を必要とする
からである。それは飼料米である。すでに多くの人々が飼料米の重要性につい
て説かれているが私も全く同感である28)。日本の風土・気象条件にあい，長年
にわたって築きあげられてきたすぐれた生産力をもつ稲作をそのまま利用する
ことができ，しかも市場流通が可能な飼料米は転作の切り札だといえよう。飼
料米生産は一方では米「過剰」に生産面での歯止めをかけると同時に他方では
2彩 (54年）にまで低下している飼料穀物の自給率を高めるであろう29)。 この
ことから農業団体などでもこの飼料米生産に注目している。たとえば全国農協
中央会は60年には 150万tの飼料米を転作水田で生産しようという構想をもっ
ている。しかし，このような飼料米生産も政府・農林水産省の反対でその実現に
はまだ至ってはいない。その理由としてあげられるのは，第 1に価格問題であ
る。たとえば，54年の生産者米価は t当たり約28万7千円であるのに対し飼料価
27)今村奈良臣，前掲稿「水田利用再編対策の決定過程と実績」， 112-115ページ及び同
「食管制度の現状と展望」， 22-23ページを参照。
28)たとえば農政ジャーナリストの会編「日本農業の動き No.54えさ米その将来性」農
林統計協会，昭和55年所収の諸論稿。
29)飼料穀物の輸入量は.54年には 1,800万tとなり， 35年頃の10倍となっている。 54年
の食用穀物の消費量は 1,500万tほどであったから，飼料穀物の輸入蘊がいかに大き
なものであるかがわかるであろう。しかも，今後も畜産物の消費が増大すると思われ
るので，この傾向は続くであろう。
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格は t当たり約 3万円にすぎない。 したがって飼料米として米を生産するに
は，その販売価格を 3万円とした場合多額の所得補填を財政負担の形で行なわ
ざるをえない。そして，この点に政府は難色を示すのである。政府としては今
まで通り輸入に頼れば安価な飼料穀物が手に入るのであるから，わざわざ財政
負担をしてまで飼料米をつくらせる必要はないと考えているのである30)。第2
に，食用としての米と飼料米の識別問題がある。つまり，食用としての米と飼
料米の識別が容易ではなく，飼料米が食用として横流しされる恐れがあるとい
うことである。このためには，飼料米が食用に横流しされないような管理機構
が必要となるが，そのような管理機構を食管制度の中に組み込むことによって
この問題は解決されるであろう。その意味でも食管制度は政府のいっている廃
止の方向とは逆に改善・充実をはかっていく必要があるだろう。第3に，国境
調整の問題がある。飼料米生産の増加によって飼料穀物の輸入が鈍化・減少に
むかうと思われるが，そうなれば最大の輸出国であるアメリカは黙ってはいな
いだろう。しかし，日本農業の長期的発展を考えた場合この問題は避けて通る
ことはできないものであろう。
以上のことから， 51年以降実施されてきた水田総合利用対策と水田利用再編
対策iま表面的には転作の導入・定着を通じての米の需給均衡をうたいながら
も，本質的にはそれ以前の生産調整政策と何ら変わるところがないとみていい
であろう。転作についていえば，最も肝腎なのはその定着性なのであるが，こ
のことを全く考慮していないといっていいであろう。すなわち，転作作物には
収量や収益性に問題のある作物ばかりを指定し，しかも転作指定作物の価格政
策はそのままにしておいて，ただ一時的な奨励補助金の交付によってのみ転作
30)飼料穀物の輸入価格はいつまでも安いとは限らないであろう。 FAOの推計によれば
世界の穀物需給は長期的にはひっ迫したものに；なろうとしている。飼料穀物をほぽ
100%輸入し，その輸入量も世界貿易量の 18彩 (53年）を占めるわが国は、こうした
影響をもろに受けるだろう。じじっ，昨年来のアメリカの不作はシカゴ相場を急騰さ
せ，それがわが国の配合飼料の値上りとなって畜産農家を直撃している。
31)水田の基盤整備の重要性については井上完二「農民経営の変貌と稲作の課題」同編
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を推進しようとしているのである。そして転作に必要な水田の基盤整備にも本
格的に着手していないSI)。これでは転作が定着するわけがないであろう。じじ
っ，どうしようもない大豆やトウモロコシが転作田で栽培されている。このよ
うないわゆる捨て作りや荒らし作りの現象は，生産調整政策の性格を如実に示
しているものともいえよう。そして，このことは生産調整政策が緊急避難的性
格をもつといわれるゆえんであり， 「補助金の切れ目は転作の切れ目」 といわ
れるゆえんでもあろう。
いずれにせよ，極端ないい方をすれば奨励補助金交付だけをその内容とする
44年からはじまった生産調整政策は一貫して「米減らし第一主義」をとってき
たといっていいであろう。ともかくも米さえ減らせればよいという発想であっ
た。したがって，七戸氏が指摘されるように「転作が，農業経営的にどのような
位置づけをもち，今後の米穀需給の均衡化にどのような意味をもつか，といった
発想は，ほとんど顧みられなかった」32)といってよかろう。 もっと大きくいえ
ば，生産調整政策は米の需給問題を日本農業の長期的発展との関連でとらえる
という視点を欠いていたといえるであろう。そして，生産調整政策は米の需給
問題を財政問題と等置し，財政負担の軽減という点からのみ米の需給問題をと
らえてきたのである。もちろん，米を減らすには一時的には大きな財政負担を
ともなう。たとえば，_55年度予算では水田利用再編対策費として 3,034億円が
計上されている。それは55年度予算における食管特別会計繰入れ等の半分に相
当する。しかも国内米勘定損失と水田利用再編対策費の合計は農林予算全体の
31.1%も占めるのである。しかし，水田利用再編対策が奨励補助金交付政策で
あるかぎりいつでも必要なときには打ち切りが可能である。恐らく米の生産が
減少し，米の需給均衡が達成された場合打ち切られるであろう。なぜなら，目
的は「米減らし」による財政負担の軽減であり，それが達成されれば，水田利
用再編対策費は余計な財政負担となるからである。しかし，そうなれば前述の
「現代稲作と地域農業」農林統計協会，昭和54年所収， 22ページを参照。
32)七戸長生，前掲稿， 347ペー ジ．
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ように転作の定着性が乏しいから，再び米の生産は長期的には増大するはずで
ある。まさに悪循環である。
このように，生産調整政策は財政視点から米の需給問題をとらえようとして
おり，その短見的論理はまさに「資本の論理」であるといってよい。そして，
そのような意味において生産調整政策はいわゆる「安上がり農政」・「場当り農
政」の一環をなすものであるとみていいであろう。また同時並行的に進められ
ている前述の食管制度の改変や近年の生産者米価の据え置き基調もこれと同一
線上にあるものといわなければならないだろう。
最後に，米「過剰」の原因は少なくとも供給面に限定していえば，主として
農業部門などから諸資源を重化学工業部門へ略奪的に移行してその生産力を高
め，その輸出競争力をのばす一方で，諸資源の略奪的引き抜きにより衰退した
国内農業部門にはさらに農産物輸入で打撃を与えるという日本資本主義の蓄
積・再生産構造と密接に関連しているのである。このような形での農業の衰退
は1960年代の高度成長に対応して登場した農基法農政以降鋭くあらわれたが，
そのような状況の中で，価格・収量面では相対的に有利で安定しており，技術
面では兼業でも可能であり，しかも輸入に脅かされることなく農民が安心して
作れるのは米作だけだったのである。その結果，稲の単作化がすすみ，いわゆ
る「現日本的モノカルチャー」33)が現出することになる。その意味で米「過
剰」は供給面からみた場合農民がつくりだしたものとはいえないであろう。そ
うではなく，米「過剰」は日本資本主義の蓄積・再生産構造自体の生みだした
33)桜井豊「水田土地利用の展開構造」矢島武編著，前掲書所収， 104ページ．桜井氏は「現
日本的モノカルチャー」について次のように述べられている。「わが国の経済は，ァ
メリカとの関係および生産● 貿易構造における重化学工業偏傾という二重の意味にお
いて，一種の「モノカルチャー経済（広義）」である。農業における“モノカル状態”
は，これに大きく規制されている。したがって，それは『従属的・解体的モノカルチ
ヤー」と基本規定されてよい。モノカルチャーの社会科学的究明にとって最も留意す
べきことは，モノカルチャー経済と農業の単一化との統一把握の重要性である。／い
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矛盾であるといえよう。かかる矛盾の糊塗が一連の食管制度の改変や生産調整
政策の実施や生産者米価の抑制という形でなされたとみることができよう。
結局，米「過剰」は供給面からみれば日本資本主義自体が生み出したもので
ある。そして，それは膨大な財政負担を必要とした。しかし日本資本主義のと
る「安上がり農政」の立場からすれば，米「過剰」による膨大な財政負担は許
・容されないものであった。そこでその「解決策」として登場してきたのが，一
連の食管制度の改変や生産調整政策や生産者米価の抑制であった。しかし，こ
れらの対策は財政負担の軽減のために登場してきたものであり，米「過剰」問
題を日本農業の発展にどうかかわらせて対処していくかといった積極的な方向
性を何ら示すものではない。ーもちろん，これらの対策は表面的な単なる「米減
らし」には役に立つであろう。 とりわけ， 「強権性」を有する水田利用再編
対策においてはその可能性は大きいといえよう。 しかし， このことは米「過
剰」問題を本質的に解決しはしないであろう。 この問題の本質的解決には，
何よりも米「過剰」問題を日本農業の発展との関連でとらえるという視点を
これらの対策が内包し，打ち出さねばならないであろう。そうでなければ，米
「過剰」問題に対して，直接的生産主体である農民はもとより，国民大衆の
積極的な理解や協力がえられないであろう。 しかし， 日本資本主義は米「過
剰」問題を上述のような視点からとらえ，それに対処するという方法をとるこ
とはできないであろう。なぜならそのためには，どうしても価格政策の是正，
まあらわれている日本農業の単作・偏作化は，もとより，かつて，また戦後において
も開発途上国で問題になっている「植民地的モノカルチャー」と同じではない。しか
し，それは科学的輪作を真に乗り越えるほどのものではない。また，アメリカで見ら
れるような“攻めの重点化・, . 国際的専門化”とはまったく異なる。さらに， ヨーロ
ッパでうかがわれるような“食糧・飼料のカナメ＝穀物重視”に依拠ーするものではな
い。こうした“積極的専門化” とわが国の農業の解体化進行線上での“解体的単作
化？とを同一視してはならない。アメリカの“攻めの専門化”をおもて口と表現すれ
ば，現日本的モノカル化はそのうら口（前者との関連において崩された姿）にあたる
といえよう」（同，.104ベー ジ）。
345 
462 闊西大學「継清論集」第31巻第2号
水田基盤整備，作物（とくに転作用）の研究・開発などが必要であり，そのこと
はまた当然のことながら大きな財政負担をともなうからである。 このことは
「安上がり農政」の基調とは相入れないものであろう。さらに，国境調整，と
くにアメリカとの大幅な国境調整を行わねばならない。このことは工業製品の
輸出の大幅な削減を意味するだろう。したがって，その意味においては国境調
整の問題は，日本資本主義の蓄積・再生産構造の根幹にかかわる問題であり，
容易に手をつけることはできないであろう。むしろ，逆にもっと農産物輸入の
量を増やしその枠を拡大し，その一方で工業製品の輸出を増やすことを通じて
強蓄積をさらに推し進めたいというのが日本資本主義の本音なのである34)。し
たがって，日本資本主義の蓄積・再生産構造自体が生みだした米「過剰」-――矛
盾は日本資本主義によって解決されることなく，ただ糊塗されるにすぎないと
いえよう。そして， このような性格をもつ米「過剰」は農政の画期からすれ
ば，基本法農政期において（とくに1960年代中期以降）はじまるのであり， この
米「過剰」退治のために登場するのが44年から実施される総合農政である。こ
の総合農政は単なる「米減らし」農政であることは，前述の諸対策の考察から
あきらかであろう。そして，基本法農政を経て今日の総合農政の展開は日本農
業の「解体的単作化」35)をおし進めているといえよう。
][ 米消費減少に関する所説とその問題点
前節でみたように米の「過剰」は42年以降の総生産量の増大トレンドと38年
以降の総消費量の減少トレンドが組み合わされた形で， 42年以降爆発的な増大
34)もっとも，こうした日本資本主義の方向にも種々のかげりや矛盾があらわれているこ
とは周知のごとくである。たとえば，最近の「自動車問題」が端的にそれをあらわし
ている。このような「貿易摩擦」はなにもアメリカやヨーロッパとだけおこっている
わけではない。発展途上国との間でもおこっているのである。ただ， その場合，「開
発援助」の供与によって相手国の不満を押えているので表面化しないのである。資本
の強蓄積のために「開発援助」という形で国民の税金が使われているわけである。
35)桜井豊，前掲稿， 104ペー ジ．
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をみた。したがって，米「過剰」の原因は生産量の増大と消費量の減少という
二面からなっているといってよいだろう。生産量の増大については，すでに述
べたようにそれは日本資本主義の蓄積・再生産構造に規定された日本農業の稲
作単作化がもたらしたものであった。もちろん，天候・気象条件といった自然
条件に恵まれたこと，多収量品種の発明や肥培管理技術の改善という技術面で
の改善，それに農民の努力といったものを否定することはできないであろう。
しかし，重要なことは米生産量の増大が「米しか作れない」，「米以外は作って
も割にあわない」という状況のなかで生じたことであろう。そして，こういっ
た状況は高度成長期（農政でいえば基本法農政期）の日本資本主義の強蓄積の過
程でつくりだされたものなのである。つまり，高度成長期（日本資本主義の強蓄
積過程）につくり出された「米しかつくれない」，「米以外は作っても割にあわな
い」という状況が日本農業の稲作単作化傾向を生み出し，それが米生産量の増
大，ひいては供給面からみた米「過剰」の原因となったと思われるのである。
しかし米「過剰」は裏返せば米の自給率が100彩以上であり，他の農産物のよ
うに不安定な輸入に頼らなくてもよいということでもある。国民生活の安定と
いう点からみれば， このことのもつ意味は過少評価されてはならないであろ
う。米「過剰」下においては，とかくこのことが忘れ去られがちである。周知
のように48年にアメリカの大豆輸出禁止が起り大騒ぎとなった。もし，米が国
内で自給できず輸入に頼っていたならば，これまでにも大豆のような事態が起
こりうる可能性は大いにあったといえよう。そして，米がそういう事態になっ
た場合の混乱は大豆の比ではなく想像を絶するものであろう。
ところで，政府・農林水産省はよく米の自給率を 100%以上達成してきたと
主張する。これではいかにも当局の推進してきた農政が国民生活安定のために
米の完全自給をめざしてきたかのように聞こえる。しかし，少なくともこれま
での考察の限りではそうではなかった。つまり，米の完全自給の達成は農政が
国民生活安定のためにそれを積極的に推進してきたからではなく，農政が日本
農業を「米しかつくれない」ような状況に追い込むなかでなされたものなので
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ある。しかも，本当は米も麦や大豆と同様に安価な外米を輸入したかったので
ある。しかし，米は麦などとはちがって世界の生産量にしめる貿易量は小さ
く （たとえば1977年の世界の米の総生産量は36,650万tに対し貿易量は1,082万tで， 世
界市場への出回り量は約3形にすぎない），しかもジャポニカ系となればもっと少
なくなる36)。つまり，輸入したくてもできなかったのである。その意味におい
ては，農政は米の完全自給をめざしそのために努力をするということのまさに
逆のことを考えてきたといえるであろう。このことから前述の政府・農林水産
省の主張がいかに欺睛に充ちたものであるかが明らかであろう。
さて，米「過剰」を生みだしているもう一つの要因である消費量の減少につ
いては，どう考えるべきであろうか。これについてはすでに多くの見解が出さ
れている。
そこでここでは各界（学界，財界，生産者団体，消費者団体，行政当局）における
代表的な所説を抽出し，それを整理・紹介するとともに，併せてその問題点を
明らかにしよう。
まず，中山誠記氏の見解をみることにしよう 37)。中山氏はまず，エンゲル係
数の国際比較を行われる。すなわち「日本より所得水準はかなり高いけれど
．も，経済的環境の比較的よく似ている西ドイツの家計をとって較べ」られ日本
のエンゲル係数の低さを指摘される38)。そして，この理由として「日本人の食
生活様式そのものの中に……食生活コストを低める要素」があるとされ，この
食生活コストを低める要素を「日本人の米食型態」に求められる39)。さらに，
36)恐らく貿易量のうち，インデイカ系は800万 t' ジャボニカ系は300万 t弱だと思われ
る。このような世界市場への出回り率の低いものは，一般に，ちょっとした供給量の
変化でも価格は大きく変動するといわれている。米が輸入されるような事態になれ
ば，外米の価格変動に直面し，農業生産や国民生活は大きく揺さぶられることになる
だろう。
37)中山氏の見解を示すものとしては，中山誠記「食生活はどうなるか」岩波書店， 1960
年と同「食料の経済学」同文書院，昭和39年がある。
38)中山誠記，前掲「食生活はどうなるか』，27ペー ジ．
39)中山誠記，前掲「食生活はどうなるか』，28ペー ジ．
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この「日本人の米食型態」について次のように説明されている。「日本人にと
っての米……は，単なる澱粉質食品以上のものであり，ある意味では副食の役
割をも兼ね備えたものといえる」。「まさに日本の米は，単食に最も適した食品
である。米だけを食べることによって，他の主食ならば副食と結合しなければ
えられないであろうような満足が与えられるのである」40)。「日本人の米食型態」
をこのように説明されたあと，米食が粉食より安くつく理由として次の点をあ
げられている。「加工費や中間業者のマージンが加算されているパンとかめん
に較ぺて，米代と燃料代しかいらないために安くつくということもあるが，そ
れより何より，米食の方が副食が少なくて済むところに最大の原因がある」41)。
ここまでの中山氏の指摘には全く異論はない。その通りであろう。問題とされ
るべきは次にみられる氏の米食の発展性に関する規定である。氏はいう， 「副
食と組み合せないでも美味しく食べられるのが米食の特徴」であるが， 「この
ことは逆にいえば，いくら副食との組み合せを複雑にしても，味覚の上での満
足の度合が大して変化しないのが米食だといえる。極端ないい方をすると，ど
れだけ多くの手間と材料を投入して御馳走を作っても，場合によれば簡単なお
茶漬の味に敵わないといった性格を持っているのである。／これに対して，粉
食は違う。お茶漬に匹敵するような単純な献立では到底食べられなくとも，手
間をかけ，材料を豊富にするにしたがってどのようにも高度化することができ
る。ここに，発展的な食型態としての粉食と，安定性は持っているが発展性の
ない米食との基本的な違いがある」42)。 「米食の場合の献立はほとんど千篇一
律。朝は味噌汁，昼は煮物といった基本的タイプを崩すことがないために，食
品の組み合せとか調理方法の多様化，高度化が著しく阻害された」。「かくし
て，日本人の食生活水準が国際的な低位性を脱し，本格的な上昇への途を辿る
ためには，根強い食習慣となっている米食の壁を破ることが必要のように思わ
40)中山誠記，前掲「食生活はどうなるか』，28ペー ジ．
41)中山誠記，前掲r食生活はどうなるか』，30ペー ジ．
42)中山誠記，前掲「食生活はどうなるか』，31ペー ジ．
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れる」43)。さらに氏は食生活の変化＝米消費の減少ととらえたうえで， その促
進要因として次のものをあげておられる。第 1に，西欧生活圏からの隔絶とい
う地理的環境が崩壊したことである。氏はいう， 「西欧生活圏からの孤立とい
う事情がもはやこんにち問題にならなくなっていることは誰が考えても明らか
であろう。ヨーロッパまで10時間そこそこで着いてしまうというジェット機時
代になっては，遠距離という地理的条件はもはや新しい生活様式の伝播をさま
たげる障害ではなくなった。その上，激しくなった人の交流，テレビその他の
情報手段のいちじるしい発達も，生活文化におけるデモンストレーション効果
を促進していることは疑いない」44)。第2に，封建的性格の強い家族関係が崩
壊したことである。すなわち，「これまでの長子相続制から均分相続制への転
換を契機にして，生活の単位として強い力をもっていた家の組織がゆるみ，生
活の主体はしだいに夫婦を中心とする単一家族へと細分化されようとしてい
る。このことは，伝統的な生活様式を維持する温床の崩壊を意味しており，新
らしい生活様式の普及を容易にするうえに大きな役割を果した」45)。第 3に，
米食に対する特殊な選好がなくなってきていることである。氏はいう， 「米食
に対する根強い執着もかなり薄らいできている。もちろんこんにちにおいても
なお， 日本人にとって米はもっとも主要な食品であり，大部分の日本人はパ
ンより米を好んで食べている。 しかしながら，米に対する考え方や態度にお
いて，注目すべき変化がおこっていることは事実である。すなわち， かつて
の日本人にとっては，米は神聖不可侵の食品であり，ほかの食品より一格上位
の食品であった。したがって，たとえ消費者の所得条件が向上しても，米とほ
かの食品との基本的関係は変化しない。この点，欧米的な食型態にあって，パ
ンとほかの食品が対等の関係におかれ，したがって所得の上昇とともにパンが
ほかの食品に代替されていった事情とは根本的な性格の相違をもっていたので
43)中山誠記，前掲「食生活はどうなるか』，32ペー ジ．
44)中山誠記，前掲「食料の経済学』，51ペー ジ．
45)中山誠記，前掲「食料の経済学』，51-52ペー ジ．
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ある。このような米の不可侵性（独立財的性格）が，最近の消費者（とくに若い世
代の人々）についてはかなり後退してきている。米は，もはやほかの食品と，ぁ
る程度まで対等の立場において選択されるようになった」46)。以上3つが食生活
の変化＝米消費の減少の規定的契機として中山氏があげられたものである47)。
そこで，・中山氏の所論をそれが有する問題点との関連で整理してみると次の
ようになるであろう。第 1に，米食を粉食に比べて発展性のない食事形態と
し，食生活の発展のためには米食をやめ粉食に移行しなければならないという
ことであろう。つまり，米食は相対的に「遅れた」食事形態であり，食生活の
発展には粉食こそ重要だというのである。そして，このこ9とから食生活の変化
＝米消費の減少という論理が導き出されるのである。第2に，米消費の減少の
要因として地理的条件，社会的条件，心理的条件の変化をあげていることであ
ろう。これらの点は後段で一括して若干の考察を加えることにしよう。
次に，中山氏ほど体系的ではないがこの問題に言及されている山口貴久男氏
の見解を簡単にみておこう。山口氏は米消費の減少を次のようにとらえられて
いる。「昭和30年代にはじまる高度経済成長に伴う所得の上昇は，食生活の高
度化をもたらした。より栄養のあるもの，よりおいしいものを求めるのは自然
の勢いである。生活全体の合理化，洋風化の歩みのなかで，わが国では，食生
活も動物性蛋白質食品の摂取量の増大，とくに肉類や乳卵類の摂取量の増大に
みられる洋風化の歩みを続けていった。葉もの，茎ものを中心とする洋風野菜
も家庭生活に溶け込んでいった。／こうした過程で，これまでの米食一辺倒の
食生活が脱米食化の歩みを続けていったのはむしろ当然であった」48)。 このよ
うに，氏は「食生活パターンの変化」＝米消費の減少ととらえ，さらにこれを
46)中山誠記，前掲「食料の経済学』，52ペー ジ．
47)中山氏はその他に付随的なものとして，学校給食，栄養士や生活改善普及員の活動，
テレビの料理番組や新聞雑誌による調理技術の普及， 食料関連産業における技術革
新，食品加工の技術進歩，・一般産業の技術進歩をあげている（中山，前掲「食料の経
済学』，53ページ参照）。
48)山口貴久男「最近の食生活と米消費の動向」『農業協同組合』 1977年10月号所収，
52ペー ジ．
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促進する要因として次の 4点をあげられている。第 1に，所得や相対的な価格
関係などの経済的要因，第2に，都市化や核家族化，高学歴化，情報化，ホワ
．イトカラーの増大などの社会的要因，第3に，国際的な条件の変化や技術
革新に伴う供給側の要因，第4に，価値意識の変化などの心理的要因， であ
る49)。なお，これらの点については，氏のこれといった言及はみられない。だ
がこうしてみると山口氏の見解は中山氏に極めて近いものであることがわか
る。
以上，中山氏を学界，山口氏を財界の代表としてその見解をみた。そこで，
次にこの問題の当事者である生産者の代表として，農協の見解を聞くことにし
よう。ここでは全国農協中央会（全中）が組合員農家に対して行った調査の報
告にもとづいてそれをみることにしよう。その調査報告によると，米消費の
減少要因は第 1に，家族人数の減少，第2に，副食の消費の増大，第 3に，
パン・めん類の消費の増大にあるとされている50)。そしてそのなかでとくに第
3のパン・めん類を含めた加工食品の消費の増大を重視し，この加工食品の消
費状況をパン・めん類とインスタント食品・レトルト食品に二分して分析して
いる。その結果，パン・めん類，インスタント食品・レトルト食品ともその消
費の増大は「食生活の多様性や簡便さ」の追求によるものとしている51)。した
がって，つまるところ全中の見解は米消費の減少を食生活の多様化や簡便化に
求めているといってよいであろう。
次に，もう一方の当事者である消費者の代表として日本生活協同組合連合会
の大島茂男氏の見解をみることにしよう。大島氏による米消費の減少要因のと
らえ方は，消費者サイドからみたものだけあってこれまでにみた見解と若干趣
49)山口貴久男，前掲稿， 52ページ参照．
50)全国農協中央会（全中）農政第2部米穀課「組合員世帯における食生活の実態」 「農
業協同組合』 1977年7月号所収， 59ページ．この他にも， 「子供が給食を食べる」，
「外食をとる」，「労働が軽くなった」，「医者の指導を受けた」というのもあげられてい
るが，これらはこの調査報告では大した意味をもっていないとされている。，
51)全中農政第2部米穀課，前掲稿， 63ページ参照．
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を異にしている。氏のいう米消費の減少要因とは次のものである。第 1に，
「日本人の身体と日本の自然に合った健康な食生活を確立するという確固とし
た思想が，私たちのなかに確立されていないことである」52)。つまり，「日本型
食生活」が確立されていないことによるというわけである。第2に， 「食生活
での自主性の喪失と資本の支配の浸透」がみられることである。つまり，「食
品における価値判断の基準は，なによりも，うまい，栄養がある，安全だ，安
いに求められるべきであり，洋風化，多様化，「高級化』，加工品化といった基
準で判断されるべきではない。／ところが，食品産業に対する資本の支配の強
まりに応じて，マスコミを使った膨大な宣伝によって，資本好みのこれらの価
値判断の基準が国民に浸透するようになっていった」53)。 この点は簡単にいえ
ば，食品の選択は元来自主的・任意的なものでなければならないが，それは今
日ではとくに加工食品などを通じて資本によって操作されているということに
なろう。そして氏によれば，「以上述べた食生活の変化が，米の消費を減退さ
せた主要な要因である」54)。 この限りでは氏もまた， 前述の中山氏や山口氏の
見解とは若干そのニュアンスが異なるとはいえ，食生活の変化＝米の消費の減
少という考えをとっておられるのである。さらに第3に， 「安い米はまずく，
うまい米は高いという銘柄格差」55) があることである。このことは，安く．てう
まい米がないことであると換言してもよいであろう。
最後に，行政当局の見解を『農業白書』によってみておこう。それによる
と，まず，「米消費の減少は長期的には所得水準の上昇によるところが大きい
が，近年，所得や米麦の相対価格関係よりも，し好や食習慣など経済的要因以
外のものによって支配される度合いが強まっているとみられる」56) といわれて
いる。さらに，この内容を説明するものとして次の 4点をあげられている。第
52)大島茂男「消費者はこう望む」今村奈良臣編著，前掲書， 120-1ペー ジ．
53)大島茂男，前掲稿， 124ペー ジ．
54)大島茂男，前掲稿， 127ペー ジ．
55)大島茂男，前掲稿， 127ペー ジ．
56)農林水産省「昭和54年度農業白書』，58ペー ジ．
353 
470 闊西大學「紐漬論集」第31巻第2号
1に，「所得の高低と米消費量との間には有意の相関関係がみられなくなって
いる」こと，第2に，「小麦製品，例えば食パンの消費量と米消費量が相互の
価格関係によりどう変化するかという交差弾性値を『家計調査』の38~53年の
時系列データから得られる需要関数により計測したところ，相互に価格代替性
のあることを示す計測値は得られ」なかったこと，第 3に，「長期的にみると，
米消費の減少と畜産物及び油脂類の増加というパターンがあり，食習慣やし好
の変化に伴う食生活の変化が米消費の減少を招く基本的要因の 1つとなってい
ると考えられる」こと， 第4に，「年齢による食習慣やし好の差による米消費
の減少もみられる」こと，である57)。 このように，『白書』は米消費の減少を
食習慣やし好の変化（これを『白書」は別のところでは食料消費におけるサービス依
存傾向の高まりや簡便化の進展ともいっている）58)に伴う食生活の変化に求めている
のである。その意味で『白書」もやはり食生活の変化＝米消費減少ととらえて
いるのである。
以上，米消費の減少要因について学界，財界，生産者団体，消費者団体，行
政当局の 5者における，今日それぞれを代表するものと思われる見解を大雑把
にではあるがみた。そこで，まずそれぞれの見解にもう一度立ち返り，個々の
点について若干考察することにしよう。
まず，中山氏の見解について。氏は米食は粉食に比べて「遅れた」食事形態
であり，「発展性」のないものだといわれる。そして氏はこの理由として米食
の単調性をあげられている。 さらに食生活の「向上」のためにはこの「発展
性」のない米食をやめ，粉食へ移行すべきだともいっている。はたしてそうで
あろうか。第1に，食事形態に「発展性」云々をいわれることに疑問を抱く。
元来，食事形態は生活条件や自然条件や資源条件に対応した形で，民族なり国
家なりによって異なるものであろう。たとえば華北ではコウリャンを主食とし
ているが，この食事形態を日本の米や欧米の麦に比べて劣っているといえるで
57)農林水産省，前掲『農業白書』，58ペー ジ．
58)農林水産省，前掲「農業白書』，53ページ参照．
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あろうか。そもそも，食事形態は比較をして優劣をつけることができるもので．
はないと思われる。ただ個々の食品について，その栄養価という点で，優劣を
つけることができるにすぎない。第2に問題となるのは米食の単調性とその放
棄を主張していることである。しかし，元来米はどんな副食ともあわせられる
し，それだけでも食べられるいわばオールラウンドな主食であり，米食の単調
性という主張は正しくないであろう。厳密にいえば，米食の単調性は国民の生
活の貧しさからくるのであって，米食自体にそなわっている性質ではないであ
ろう。また，米はこのようにオールラウンドな主食であると同時に，栄養面で
も小麦粉や大豆に比べてすぐれているのである59)。最近では政府・農林水産省
などでも米食の重要性を主張し，米飯給食を導入しているほどである。このこ
とから氏のいう米食の放棄は時代錯誤の論理であり，誤まった主張であるとい
わざるをえないであろう。次に米消費の減少要因についての考え方である。こ
れは中山氏だけでなく，山口氏，全中，行政当局の4者に共通点があるのでこ
れらを併せて考察することにしよう。米消費の減少要因として中山氏は地理的
条件，社会的条件，心理的条件をあげられている。また， 山口氏は経済的条
件，社会的条件，技術革新などによる供給条件，心理的条件等の変化をあげて
いるが，実際に氏が重視しているのは社会的条件と心理的条件である。また全
中は食生活の簡便化や多様化をあげ，行政当局は食習慣やし好の変化をあげて
いる。つまり，この4者は米消費の減少要因を総じて非経済的条件にもとめて
いるといってよい。 とくに農林水産省などでは「近年の米消費の減少が，所
謂，価格関係といった経済的要因よりも，食習慣，し好の変化など非経済的要
59)米の栄養面について，農林水産省，前掲『農業白書」は次のようにのべている。「米
は現在でも国民1人1日当たり供給熱量の31彩を占める熱量源であると同時に，たん
ぱく質供給量に占める米のシェアも17彩と，畜産物や水産物I、こ次いで高く，単一品目
としては最大の比重を占めている。また，米のたんぱく価（理想たんぱく質のアミノ
酸組成を 100とした比率）も 77と，小麦粉 (55),大豆 (55)等に比べむしろすぐれ
た水準となって」いる（同書， 63ペー ジ）。
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因によっている面が大きい」60) と主張し，この点をより一層「はっきり」させ
ている。しかし，筆者は米消費の減少要因を主として経済的条件にもとめるこ
とにしたい。なぜなら，米の消費動向は食用穀物，とくに麦との価格関係，外
麦輸入問題，勤労者の生活・労働条件などに強く規定されていると思われるか
らである。そしてその意味で米の消費問題はすぐれて経済的な問題なのであ
る。もっといえば，米消費の減少はそれを規定している経済的諸条件の分析な
しには，明らかにされないであろう。
次に大島氏の見解について。氏は米消費の減少を直接的には「安い米はまず
く，うまい米は高いという銘柄格差」の存在に求めているように思われる。こ
れは消費者団体がよく主張するものである。しかし，実際にはこれは小売段階
などで操作されているいわゆる「格上げ混米」などを考慮すると「まずくて高
い米」と言い換える必要があるだろう。ともあれ，この点は確かに米の消費を
減らしている要因となっており，米の価格に着目した大島氏の主張はこのかぎ
りでは正しいといえるだろう。また，氏の「日本型食生活」の確立や加工食品
を通じての資本の支配という指摘は正しいであろう。 しかし， たとえば，「日
本型食生活」について， それをどのように確立していくのかについてはただ
「うまくて安い米」を供給するシステムをつくるということだけしか言及され
ていない。肝腎な農産物輸入問題などについては全くふれられていない。この
点に問題が残るであろう。
さて，それでは次にこの 5者の見解の共通点となっている食生活の変化＝米
消費の減少という考え方をもう少し詳しくみてみよう。まず，食生活の変化の
意味するところであるが，総じてこれは食生活の「近代化」・「高度化」と同義
に用いられているとみてよい。そして，この食生活の「近代化」・「高度化」を
たとえば全中は食生活の「多様化」・「簡便化」の進展とみているし， 「農業白
書』は食生活における「食慣習やし好の変化」または「食料消費におけるサー
60)田中信成「昭和54年度農業白書の重点事項」「農業と経済」別冊，昭和55年5月所収，
90ページ．
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ビス依存傾向の高まりや簡便化」の進展とみているのである。確かに今日の食
生活は，戦中，戦争直後状態から比べれば改善されてきたことは疑う余地のな
いことであろう。この点を 1人1日当たり供給熱量でみると，21~25年平均で約
1773カロリーであるのに対し61)J 53年には『食料需給表』によると2482.6カロリ
一渾生省『国民栄養調査』では栄養摂取量であるからそれより少なく， 2,167カロリー），
となっている。そこでこの供給熱量の増大の内容を簡単にみるために『国民栄
養調査」の数値によって穀物カロリー比と動物性たん白質比を掲げると次の
ようになる。穀物カロリー比は30年に75.0彩であったものが53年には 48.2 96
ヘ低下し，動物性たん白質比はそれぞれ31.7%から49.8%まで増加している。
もちろん，これだけでは国民の食生活の改善を十分にみることはできない。し
かし，少なくとも穀物（主として米）依存のカロリー摂取の食生活は変化し，
たん白質の摂取も植物性から動物性へと移行していることを確認することは可
能であろう。つまり，一言でいえば米の消費が減り，畜産物の消費が増えた
のである。この米の消費が減少したことについては，次節でとりあげることに
するとして，とにかく畜産物の消費が増えたことは食生活の改善に大いに寄与
したとみてよい。
このように食生活が改善されたことは事実である。しかし，これをもって食
生活が「近代化」されたとか「高度化」されたとするのは早計にすぎるであろ
う。なぜなら，食生活が真の意味で「近代化」や「高度化」を達成したという
場合，そこには食品の量・質がともに満足すべき状態にあり，国民の各階層が
平等にかつ自主的に選択・購入しうるという条件が必ずみたされていなければ
ならないと思われるからである。しかし，現状においてはこの条件はみたされ
ているとはいえないであろう。その意味で，食生活は改善されこそしたが，
「近代化」されたとか「高度化」されたとよべる状態ではないであろう。さらに，
この食生活の「近代化」や「高度化」を食生活における「簡便化」の進展や
「サービス依存傾向の高まり」とみることは誤りであろう。むしろ，食生活に
61)農林大臣官房調査課編，前掲書， 154ページ参照．
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おける「簡便化」の進展や「サービス依存傾向の高まり」はインフレ・不況下
における農家兼業の深化や家族ぐるみの就業などによるところが大きいとみる
べきであろう。つまり，インフレ・不況のもとでの賃金の目減りや農業収入の
減少がますます兼業を深化させ，主婦をパートやアルバイトにかりたてさせる
ことによって，食生活のインスタント化や手抜をおしすすめているのである。
これが食生活の「簡便化」の進展や「サービス依存傾向の高まり」といわれる
ものの実態であって，それは食生活の「近代化」・＇「高度化」とは程遠い内容の
ものであるといえよう。むしろ，食生活の「簡便化」の進展や「サービス依存
傾向の高まり」といわれるものは，その実態において家庭内での食事内容の悪
化を示すものであり，その意味では食生活の「貧困化」をあらわすものとさえ
いえるであろう。
以上， 5者がその大筋において共通してとっている「食生活変化論」に批判
を加えてきた。しかし，問題はまだ残っている。それは食生活の変化＝米消費
の減少という見解である。この見解の意味するものは経済が発展すれば食生活
も変化し米消費も減少するということである。この点については前掲の山口氏
の見解がより明らかにしてくれるであろう。すなわち， 氏は， 「こうした過程
（高度成長による食生活の高度化の過程ー一引用者）で，これまでの米食一辺倒の食
生活が脱米食化の歩みを続けていったのはむしろ当然であった」といわれてい
る。また，中山氏も社会発展の過程において食生活の米食から粉食への移行の
必然性を説いていた。このことから食生活の変化＝米消費の減少という見解
は，結局，社会が発展すれば米の消費は必然的に減っていくという論理を内包
しているといえよう。確かに，米飯だけから栄養やカロリーを摂取するという
貧しい食生活の時代があった。それに比べれば，今日，米の消費が減り，畜産
物などの副食が増えたことは食生活の改善という点で歓迎すべきことに相違な
い。しかし，問題なのは米の消費が必要以上に減らされているという側面をも
っていることであろう。このことは前述の総理府の世論調査でみたように，消
費者が主食として米を消費したいと思っているにもかかわらず，現実には米の
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消費が減っているという矛盾の存在理由であろう。そして，このことこそ米の
消費（ひいては食生活全般）を考えるうえで重要な点なのである。前述の見解は，
まさにこの点を看過していた。だからこそ，米消費の減少を社会発展の必然的
産物として片づけてしまうのである。 したがって，米消費の減少は「自然的
減少」などでなく， 「つくりだされた」という側面を強く持つのである。そし
て，この視点がなければ，米消費の減少の本質をとらえることはできないであ
ろう。次節ではこの視点から，米消費減少の問題を明らかにすることにしよ
う。
W 米消費減少の内実
前節では米消費の減少を社会的発展に伴う必然的現象とみる見解には問題が
あることを指摘した。もちろん，米消費の減少が畜産物などの消費の増大によ
って，つまり副食の豊富化によって生じているならば，それはいわば「自然的
減少」であり，かつてのほとんど米飯のみの乏しい食生活からすれば食生活の
改善が進んだという点で歓迎すべきものであろう。また，個々人のし好の変化
などという心理的条件や高学歴社会の到来による「ホワイトカラー層」の増大
などという社会的条件によって米の消費が減少したものであるならば，それも
やはり一種の「自然的減少」とよびうるであろう。 その他家族関係の変化
（核家族化）や西欧文明への接近が容易になったことによって，米の消費が減
少したという場合も同様であろう。そして，米消費の減少がこのような意味で
の「自然的減少」だけによるものであるならば，米消費減少の問題は栄養学，
医学，社会学，心理学などで取扱われるべきものであって経済学の対象とはなり
えないといっても過言ではないであろう。
しかし，すでに指摘したように米消費の減少はそのような「自然的減少」だ
けでなく「つくりだされた」側面を強くもつものである。そして，この米消費
減少の「つくりだされた」側面こそ米消費をめぐる矛盾の存在を説明するもの
である。しかも，この米消費減少の「つくりだされた」側面は主として米をめ
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表IV-1 1人 1年当たり
I穀 類Iうち米Iうち小麦Iいも類iでんぷんi豆 類
昭和35年度 149.6 114. 9 25.8 30.5 6.5 10.2 
40 145.0 111. 7 29.0 21. 4 8.3 9.4 
実 45 128.5 95.1 30.8 16.2 8.1 9.8 
48 124.2 90.8 30.9 . 16.1 7.8 9.7 
-49 123.0 89.7 31.1 15.7 7.5 9.4 
数 50 122.2 88.1 31. 5 16.0 7.5 9.3 
忌、一
51 120.6 86.2 31. 7 16.5 8.7 8.9 
52 117. 9 83.4 31.8 17.4 9.1 8.5 
53 116.7 81. 6 31. 7 17.9 9.4 8.4 
閤I52~53 i△ 1. 2 I△ i.s I△ 0.1 o.s I 〇.3I△ 0.1 ; 35~40 △ 0.6 △ 0.6 2.4 △ 6.8 5.0 △ 1. 6 40~45. △ 2.4 △ 3,2' l. 2 △ 5.4 △ 0.5 0.8 
且
50~51 △ 1. 3 △ 2.2 0.6 3.1 16.0 △ 4.3 
51~52 △ 2.2 △ 3.2 0.3 5.5 4.6 △ 4.5 
色 52~53 △ 1.0 △ 2.2 △ 0.3 2.9 3.3 △ 1. 2 
注 1)昭和47年度以降は，沖縄の本土復帰に伴い沖縄県を含んだ数値である。
出所：農林水産省「昭和53年度食料需給表J
ぐる経済的諸条件に規定されているといえよう。その意味において，米消費減
少の問題はすぐれて経済的な問題であり，経済学の対象とするところとなるの
である。
さて，それでは米消費減少の問題を非経済的問題から経済問題へと転化せし
める米消費減少の「つくりだされた」側面について考察することにしよう。そ
して，このことが米消費減少問題の経済分析の課題にほかならない。
まず表IV-1をみることにしよう。この表は35年以降の国民 1人 1年当りの
供給純食料の変化を示したものである。それによると，全体としていえば穀類
（とくに米）の消費の一貫した減少と肉類， 鶏卵，牛乳・乳製品といった畜産
物および油脂類消費の一貫した増加がきわだった対照をなしている62)。これを
62)ここでいう消費量とは供給量のことであって摂取量ではない。したがって「実際の消
費量」はもっと小さくなるはずである。
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供給純食料
野 菜 I果 実 I肉 類 i鶏 卵 I鸞贔砿1魚貝類I砂糖類 I油脂類
99.7 22.3 5.0 6.3 22.3 27.8 15.1 4.3 
109.6 28.5 9.2 11.6 37.4 29.2 18.7 6.6 
115.6 38.2 . 13.4 14.8 50.1 31. 8 26.9 9.5 
111.9 43.6 17.1 14.4 52.6 34.2 28.1 11.1 
113. 7 41.4 17.2 14.0 51.8 34.9 26.3 1. 4 
111. 3 43.0 17.9 14.0 53.3 34.9 25.1 1. 4 
111.5 39.8 18.7 14.3 54.5 35.6 25.3 1. 7 
115.6 41. 5 20.3 14.5 57.0 34.9 26.7 1. 9 
114.9 40.4 21. 3 14.9 59.3 35.5 24.9 12.8 
△ o. 1 I△ 1.1 I 1.0 I o.4 I 2.3 1 〇.6I△ i.s I 0.9 
1. 9 5.0 13.0 13.0 10.9 1.0 4.4 8.9 
1.1 6.0 7.8 5.0 6.0 1. 7 7.5 7.6 
0.2 △ 7.4 4.5 2.1 2.3 2.0 0.8 2.6 
3.7 . 4.0 8.6 1.4 4.6 △ 2.0 5.5 1. 7 
△ 0.6 △ 2.7 4.9 2.8 4.0 1. 7 △ 6.7 7.6 
みるかぎりでは食生活の「近代化」・「高度化」が進展し，穀類（とくに米）の
消費の減少は畜産物や油脂類の消費の増大によって生じたかのようにみえる。
また，このかぎりでは，前述の「食生活の変化（＝食生活の「近代化」・「高度化」）
＝米消費減少」説のいう，社会発展とともに米消費は必然的に減少するという
論理が正当であるかのようにみえる。そこで，この一貫して消費の減少を続け
る穀類についてもう少し立ち入ってみることにしよう。通常『食料需給表」で
いう穀類には米，小麦，大麦，裸麦，とうもろこし，こうりゃん，その他雑穀
．が含まれている。しかし，その中で米と小麦以外の消費量はとるに足りないも
のとなっている。たとえば表IV-1の53年の穀類消費量 116.7kgの内訳をみ
ると，米81.6kg, 小麦 31.7kg, 大麦0.6kg,裸麦0.1kg, とうもろこし 2.1
kg, こうりゃん 0.0kg,その他雑穀 0.6kgとなっている。そして，穀類消費
量のこのような品目別の量的構成は35年以降ほとんど変わっていない。したが
って，穀類消費量は米と小麦の消費量からなっているといっていいであろう。
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そこで表IV-1の穀類と米と小麦の消費動向に注目してみよう。前述のように
穀類と米の消費は一貫して減少している。それに対し小麦の消費量は52年まで
は一貫して増加しつづけ，53年には横ばいとなっている。そして，米と小麦の関
係をみると，35~40年では米消費の減少分である 3.2kgをちょうど小麦消費の
増加分である 3.2kgが代替した格好になっている。 40~53年では35~40年の
時期ほど明瞭に小麦の消費と米の消費の代替関係はあらわれていないが，それ
でも米消費の減少分を小麦消費の増加分がその分だけカヴァ;....している事実は
動かし難い。しかし，これだけでは米の消費と小麦消費とのあいだには「有意な
関連」はみあたらないという『農業白書』のような主張に対しては不十分であろ
う。事実， 40~53年では米消費量は30.1kg減少したのに対し，小麦消費量は
2.7kgしか増加していないのである。つまり，小麦消費量の増加分は米消費量
の減少分の約9%しか代替していないのである。このかぎりでは『農業白書』
がいうように，米消費と小麦消費とのあいだには「有意な関連」はみあたらな
いといえるかもしれない。しかし，問題なのは『農業白書』が40~53年とそれ
以前の時期を切り離して考察し，それぞれの期間の米消費と小麦消費の量的関
係のみしかみていない点にある。重要なことは， 40~53年とそれ以前を切り離
すのではなく，むしろそれらの関連をおさえつつ40~ 53年の米消費と小麦消
費の関係を考察することであろう。このことを踏まえて米消費と小麦消費の関
係をみれば次のようにいえるであろう。すなわち， 35~40年の米消費の減少
分3.2kgを小麦消費の増加分3.2kgがそっくり代替したという事実は，米と
小麦の消費競争において小麦が勝利をおさめていたことを意味するものであろ
う。そして，この時期は小麦消費の「浸透」期であったといえるであろう。だ
からこそ小麦消費が大幅にのびているのであるが，他面小麦消費が「浸透」期
にあったからこそ米の消費減少も比較的小幅なもので済んだとみるぺきであろ
う。つまり，小麦消費がまだ完全に普及・定着していない「浸透」期にあった
からこそ毎食米を食べる人はまだ多くいたし，パンやめんを食べる場合でもそ
の回数は少なかったと思われる。ところが， 40~53年において前述のように米
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消費の減少は大幅なものとなり， その一方で小麦消費は微増にとどまってい
る。このことは，小麦消費が40年までにほぼ上述の「浸透」期を終え，この時
期に「定着」期に入ったことを示すものであり，その結果米の消費は大幅に減
りだしたことを示すものであろう。つまり，小麦消費が国民間に一般化し定着
をみるに至って，それ．と符合するかのように米消費の大幅な減少がおこってい
るのである。また，この点を表lV-1の増減率の推移からみると，穀類全体消
費の減少率を米消費の減少率より小さくしているのはあきらかに小麦消費の増
加率によるところが大きいといえよう。このように，穀類消費の減少傾向のな
かで，微増ないし横ばいを続ける小麦消費の動向はきわめて特異なものであ
り，しかもそれは奇妙にも米消費の大幅な減少と歩調をあわせたようになって
いるのである。このことは単なる偶然から生じたものとはとうてい考えられな
い。それは小麦消費の国民間における「定着」過程を通して米消費の大幅な減
少をもたらしたと考えるべきであろう。したがって，このことから米消費と小
麦消費とには「有意な関連」がみあたらないという『農業白書」の主張は正し
いとはいえないであろう。‘むしろ，米消費の大幅な減少が小麦消費の「定着」
によって生じているという点からすれば米消費と小麦消費との間には「有意な
関連」があるといわなければならないであろう。
そこで，次に，かかる小麦消費の「定着化」はどのようにしてなされたかを
考察することにしよう。｀そしてこのことは同時に米消費減少の「つくりだされ
た」側面をあきらかにするであろう。
まず，この問題を米と小麦の価格関係の点からみることにしよう。この問題
と直接関係するのは米と小麦の消費者価格であるが，まずこの消費者価格と生
産者価格との関連をあきらかにすることからはじめよう。周知のように昭和17
年に制定された食管法は簡単にいえば，第1に，米麦をはじめとする主要食糧を
国家の一元的管理のもとにおくことを定めたものである。ここでいう主要食糧
における国家の一元的管理とは， その集荷からはじまり買入れ，保管，売渡
し，配給，はてはその輸出入に至るまでを国家の管理下におきその自由流通を
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認めないとするものである。したがって，当然のことながら全生産量を国家が
買いあげることになっている。第2に，その食糧の価格は政府買入価格および
売渡価格という形で政府がこれを決めることを定めたものである。そして政府
買入価格については「生産費および物価その他の経済事情を参酌し，米穀の再
生産を確保することを旨として」， また売渡価格については「消費者の家計の
安定を旨として」決定されることになっている63)。しかし，現在では25年のイモ
類， 29年の麦類の統制徹廃によって事実上食管法は米のみに一応適用されてい
るにすぎない。しかも，その米もすでにみたように予約限度制や優良銘柄米と低
品質米の両方に対する自主流通米制度が導入され，自由流通が進んでいる。さ
らに， これと並んで食管法で禁止されているはずの自由米（ヤミ米）取引が半
ば公然となされている。 53年産米の主食用うるち米販売実績でみれば政府米約
372万t'自主流通米（優良銘柄米のみ）等約266万t'自由米約150万t(自由米
は理論的には米生産量ー政府管理米（自主流通米を含む）一農家自家消費等で求められる
が，これだけではその実態を正確に把握しえない。したがって，人によっては 100万tと
いう人もいれば300万t以上あるという人もいる。ここでは，・53年産米1309.5万tから政
府管理米929.4万tと「米需給計画」における農家消費等340万tを減じて40.1万tを求め
て，それに 100万t以上を加算して算出した。 100万t以上を加算した理由は「米需給計
画」における農家消費等の量が過大であり，現実には 100万t以上農家消費が減少してい
ると考えたためである）となっていると思われる。 つまり，米の流通は政府の手
を経ない米の量が政府米の量に匹敵するほどになっているわけである。そし
て，当然のことながらこれらの政府の手を経ない米の価格は自由に決められる
ことになっている。こうしたことから，米価は何段米価にもなっているのであ
り，かつてのように政府買入価格即生産者米価という時代ではなくなった。し
かし，政府買入価格が政府米のみに適用されるからといって，政府買入価格の
もつ意味が以前と比べて著しく小さくなったとはいえないであろう。表IVー 2
はそのことを示している。この表によれば，政府買入価格を基準として自主流
63)日本農業年鑑刊行会編，前掲書， 224-5ペー ジ．
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表W-2 米の農家諸販売価格の推移
農家販売価格（全国平均）
481 
（単位：円）
年 次 I 政府売り 1 自主流通米 I 自 由 売 り
（平均） 支払平均価格
1等
(60kg) 
玄米うるち
1等
(60kg) 
水稲玄米うるち 水稲白米うるち
3等 1等
(60kg) (10kg) 
昭和50年— , 15, 587 15, 940 13, 560 2,646 
51 16,546 17,650 15,330 2,959 
52 17, 232 18, 770 16,370 3,257 
53 17,616 19,380 16,450 3,363 
注 1)農林水産省統計情報部「農村物価賃金統計」による。
2)価格は会計年度平均で，取引数量をウエイトとする加重平均価格である。
また，沖縄県を含む。
3) 53年から米の検査等級区分の変更により，従来の 1~3等が1等となっ
た。
出所：農林水産省統計情報部『ポケット農林水産統計一昭和55年版J
通米，自由米の価格形成がなされていることがわかる。つまり，政府買入価格
は諸米価の規制的価格として機能しているといえよう。それゆえ，生産者米価
に関して政府買入価格のもつ意味は決して小さくなったとはいえず，依然とし
て大きな意味をもつものといえよう。だが，いずれにしても米の自由流通を認
め，その価格形成に市場メカニズムを導入した一―—たとえその価格が政府買入
価格に規制されているにせよーーという点において，米もまた麦同様統制徹廃
への途を歩んでいるといえるのである。
さて，それでは前述のように依然として生産者米価全般に大きな影響を与え
ている米の政府買入価格（生産者米価）と米の消費者価格との関連をみることに
しよう。 35年以前は米麦とも政府買入価格はいわゆる「パリティー」方式によ
って決められていた。しかし， 35年以降，米の政府買入価格は「生産費・所得
補償」方式によって決められることとなった。この「生産費・所得補償」方式
の最大の特徴は，「稲作にかかった費用を生産費として補填するとともに」64)生
64)桜井豊「新しい農業政策学」明文書房，昭和45年， 123ページ．
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産費の一部をなす自家労賃部分を都市勤労者の賃金で評価替えし，それを補償
しようとすることにある。たとえば55年産米についていえば，それは 5人以上
1,000人未満の事業所の労賃で評価替えされて米生産費に計上されている。こ
の「生産費・所得補償」方式の導入は，米作労働をはじめて他産業なみに評価
するとした点で米価政策史上画期的な意味をもつものといえよう。もちろん桜
井豊氏が指摘されているように，「これは，経済学でいう生産価格（費用価格フ゜
ラス平均利潤）ではなく，ー一費用価格（労賃費と生産手段費を合計したもの）の確
保を農民が要求したものにしかすぎない。利潤部分は含まれていない。勤労農
民的な『つましい要求』の貫徹だ，といってよい」65?。とはいえ，この「生産費・
所得補償」方式の導入は農民の所得補償と米作の相対的安定化に大きく寄与し
たことは否定すべくもないであろう。そして，まさにこの点こそ米と麦の生産
者価格形成における決定的相違点なのであり，このことがまた米作と麦作のそ
の後の対照的な展開を規定する要因にもなるのである。いずれにせよ， 35年以
降米の政府買入価格は「生産費，・所得補償」方式の導入によって不十分な面
を残しつつも一応農民の所得を補償し，米作の再生産を確保する水準で決めら
れることとなったのである66)。他方，政府売渡価格については，買入価格のよ
うな算定方式は存在しない。ただ「消費者の家計を安定させることを旨とし
て」定めるとされ，したがって家計費に占める米代金の割合を考慮して決める
といういわゆる「家計米価」方式がとられてきた。しかし最近ではこの「家計
65)桜井豊，前掲書， 123ペー ジ．
66)「生産費・所得補償」方式の問題点として通常次のようなものがあげられるであろう。第
1に，それは農民の利潤要求を何ら充たすものではないこと，第2に，所得を補償す
るかのようにいいながら実際には，生産費・労賃の補償しかないこと，第3に，米作
には不可避的なアイドル・レーバーが存在するが，それによって，この方式では年間
を通じて米作だけで生活するには所得が不足すること。第41f,生産性の向上は米価
引き下げ要因として働くこと，などである （桜井豊，前掲書， 127ページ参照）。その
意味でこの方式はまだまだ満足のいくものではない。なお，政府買入価格の算定方式
について詳しくは桜井誠「米価政策と米価運動」全国農業協同組合中央会， 1977年．
井上周八「日本資本主義の米価問題」亜紀書房， 1969年などを参照されたい。
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米価」方式は破棄され， 米の財政負担軽減のために， いわば「赤字減らし米
価」方式によって売渡価格が決定されているといえよう。つまり，売渡価格の
性格は消費者保護から財政優先へと変容したのである。ところで，米について
これまで政府買入価格と売渡価格は全く別個に決められるという「二重価格」
制をとってきたとされる。しかし図IVー 1が示すように，実際には明らかにこ
の両者は連動して決められていたのである。厳密にいえば，政府売渡価格は買
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図IV-1 米麦における政府買入価格と売渡価格の推移
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注1)米は3等基準価格（裸）， 小麦は買入， 売渡価格は内地2類3等 (43年以後は2
等）裸価格，輸入価格はウェスタン・ホワイト各会計年度平均輸入価格。
2) 52年以降については米の買入価格は52年3等， 53年1等， 54年3類1等，それぞ
れ裸価格，売渡価格は内地米原料玄米の価格である。
出所：持田恵三「米麦の価格」『食料経済白書昭和53年版』御茶の水書房，1978年所収，
53ページに筆者が52年以降を加筆したもの。
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入価格に連動して決められてきたのである。しかも最近では，米の財政負担軽
減のために売渡価格の引き上げ率が買入価格の引き上げ率を上回っている。米
の「二重価格」制とは本来生産者には再生産を確保しうるほどに高く，消費者
には家計を安定させるほどに安い米価を別個の観点から決めるというものであ
った。その意味では米の「二重価格」制の実質は形骸化しているといえよう。 • 
いずれにせよ，政府買入価格（生産者米価）と売渡価格は基本的には連動して
決められている。そしてこの売渡価格に販売業者のマージンを加算したものが
消費者米価となるのだから，結局，生産者米価と消費者米価は連動して決めら
れているといっていいのである。もっとも， 47年から消費者米価は物価統制令
からはずされ一応自由価格となった。しかし，実際には小売指導価格が設定さ
れ，それにもとづいて消費者米価は決められているといってよい。たとえば，
54年2月1日以降，小売指導価格は精米正味10kg当り標準価格米3,125円（北
海道と沖縄県を除く），徳用上米2,540円（沖縄県を除く），徳用米2,000円（沖縄県
を除く）となっている。一方， 自由価格である自主流通米の小売販売価格につ
いてみると， 54年平均のスポット価格は4;260円であった。つまり，それは標
準価格米に 1,000円程度上乗せした形で決まっており， 54年以前についてみて
もほぼ同様な傾向がみられる。このように，小売指導価格は消費者米価の水準
を規制しているわけである。そして，この小売指導価格は政府売渡価格に連動
して決められているとみられる。したがって，消費者米価はその物価統制令適
用廃止後もやはり生産者米価と基本的には連動関係にあるといえよう。
次に麦価についてみよう。麦類は前述のように27年に直接統制をはずされい
わゆる間接統制へ移行した。つまり，米とはちがって自由取引・流通下におか
れることになったのである。しかし，政府は一定の価格で無制限に買上げ，一
定の価格で売渡すという方式をとっているため，麦も米と同様に政府売渡価格
と買入価格がきめられている。しかも政府買入価格が売渡価格より相当高くき
められているので，政府以外へ売渡す農家は皆無に等しいとみてよい。つま
り，国内産麦は全量政府買入となっているのが現状である。そこで，すべての
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国内産麦に適用されている政府買入価格からみてみよう。麦の政府買入価格は
米の政府買入価格が35年に「生産費・所得補償」方式によってきめられるよう
になってからも，ずっと「パリティー」方式によって決められている。麦価の
この「パリティー」方式による決め方は次のごとくである。すなわち，それは
昭和25年産と 26年産の麦の政府買入価格の平均額に農業パリティー指数（基準
年ー 25年と 26年の平均一の物価・労賃と算定年のそれとの変化を指数化したもの）を乗
じて得た額を下回らないようにして決められる。しかし，こうしてきめられた
麦の政府買入価格は，食管法でうたわれているような麦作の再生産を確保する
ようなものではとてもなかったことは周知のごとくである。 この「パリティ
ー」方式の内包する問題点は何よりも農業パリティー指数のきめ方にあった。
つまり，物価の変化といっても，それは農家の支払う生産•生活関係費の変化
をみただけであり，労賃の変化も農家のそれにかぎられていた。その意味で
は，賃金や物価が比較的安定していた時期にはまだそれなりにこの「バリティ
ー」方式も麦作に寄与したといってよい。しかし，経済の高度成長期に入って
物価や賃金が急上昇するにつれ，この「パリティー」方式は矛盾をあらわにす
るのである。農家における生産•生活費や賃金の変化しかカヴァーしえないこ
の「パリティー」方式では，高度成長期の賃金や物価の急上昇を麦価に反映さ
せることはしょせん無理だったのである。「生産費・所得補償」方式の導入に
よって高度成長期の賃金の急上昇を政府買入価格に反映させえた米価とこの点
が大きく異なるのである。その結果，図IV-1が示すように度重なる政府買入
価格の引き上げにもかかわらず麦作は生産費をつぐなうことさえできず，高度
成長期以降急激に衰退するのである67)。表IV-3はこの点を小麦についてみた
ものである。それは高度成長を契機とした麦作のドラスティックな衰退ぶりを
67)たとえば反当り所得でみると，小麦は_53年には45年ごろのざっと 5倍になっている。
しかし，それでも，米と比べれば小麦の反当所得は53年で米の40彩ほどにすぎない。
この小麦の反当所得に水田裏作麦作付奨励補助金等の補助金を加えても，米との差は・
歴然である。麦作はやはり「割に合わない」ものとなってしまっている。
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表IV-3 小麦の作付面積と収穫量の推移
年 産 作付面積 収 穫 量
昭和30年 663(千ha) 146.7 （万 t)
35 602 153.1 
40 476 128. 7 
41 421 102.4 
42 367 99.7 
43 322 101. 2 
44 287 75.8 
45 229 47.3 
46 116 44.0 
47 114 28.4 
48 75 20.2 
49 83 23.1 
50 90 24.1 
51 89 22.2 
52 86 23.6 
53 112 36.7 
54 149 54.1 
注 1) 32年以降の作付面積は子実作付面積である。
2) 49年以降は沖縄県を含む。
3)統計情報部調
出所：食糧庁「食糧管理統計年報J]1979年
如実に示してくれるものである。もっとも， 53年と 54年は作付面積，収穫量
とも若干増えているが，これは水田利用再編対策による転作小麦が増えたため
である。しかし，この転作の定着性についてはすでに指摘したようにその可能
性は極めて低いものであった。 このように， 「パリティー」方式による麦の政
府買入価格の決定は，あとでみる外麦の輸入問題とともに麦のいわゆる「安楽
死」政策の支柱として位置づけられるものである。その結果，小麦の自給率は
35年の39%から52年には 8%まで低下したのである。
一方，麦の政府売渡価格の決定はもともと米と同じように消費者家計の安定
をはかるために「家計麦価」方式で決められることとなっていた。つまり，売
渡価格の引き上げで家計に占める麦製品支出の割合が引上げ以前のその割合を
上回わらないように決められるというものであった。なお，ここで麦とはいわ
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ず麦製品といっているのは消費者が購入するのは麦ではなく加工された麦製品
だからである。だから，麦の政府売渡価格は麦加工資本に対する販売価格のこ
とであり，厳密にいえば消費者麦価とはいえないであろう。したがって，消費
者にとっての麦価とは加工資本によって製品化された麦製品の価格のことであ
る。この点は米と異なるところである。しかし，だからといって麦の政府売渡
価格は麦製品の価格を規制しないというわけではない。麦製品の価格は政府売
渡価格に加工資本の経費や利潤が上積されて決まるのであり，その意味では消
費者米価が政府売渡価格に販売業者のマージンが上積されて決まるのと同様で
あろう。したがって，麦の政府売渡価格は麦製品の価格をやはり規制している
といえるであろう。
ところで，図IVー 1が示すようにこの政府売渡価格は34年ごろから政府買入
価格とはまったく異なった動きをみせている。換言すれば，政府売渡価格は買
入価格とはまったく関係なく決定されるようになっている。そして，この図IV
`— 1 をみるかぎり， 34年以降政府売渡価格を規制しているのは明らかに外麦の
輸入価格であるといえよう。もちろん，麦も米と同様に財政負担の問題を抱えて
おり， 1俵当たりの逆ざやは米の比ではない。たとえば，53年についてみると麦
1俵当たりの売買逆ざやは6,440円，コスト逆ざやでは7,611円となっているの
に対し米はそれぞれ1,860円，5,749円となっている。とくにこの米麦の売買逆ざ
やの大きな差 (1俵当たり約5,000円）は米麦の売渡価格の決定方法によるもので
あることはいうまでもないであろう。つまり，米の売渡価格は買入価格と連動さ
れて決定されているのに対し，麦の売渡価格は買入価格と関係なく，安い外麦価
格にサヤ寄せした形で決定されていることによるのである。それでは，なぜこ
のような麦の逆ざやは米のようにその売渡価格に反映されないのであろうか。
それは国内産麦の絶対量が小さいことによる。したがって，麦 1俵当りの逆ざ
やは米よりも大きいが，逆ざやの総額では麦は米に遠く及ばない。これを53年
についてみると麦493億円，米6,829億円（自主流通米助成等を含む）となってい
る。しかも外麦勘定は48年から50年の世界的な食糧危機下の穀物の国際価格の
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急騰期を除いてすぺて黒字となっている。たとえば53年では外麦勘定は 1,006
億円もの黒字を出しており，• その結果，麦全体では国内産麦の赤字を相殺して
なおかつ 513億円の黒字となっている。この外麦の黒字は外麦の価格が政府売
渡価格よりも安<'そのうえその量が国内産麦の 15倍以上 (53年）にも及ぶこ
とによるものである。したがって，麦については米のように売渡価格に財政問
題をからませる必然性はないのである。 こうして麦の売渡価格は米とは異な
り，その買入価格とは関係なく安い外麦価格で規制されることになる。このこ
とはまた麦の売渡価格が「家計麦価」方式ではなく大量の外麦輸入を背景とし
たいわば「外麦価格」方式で決められるようになったことを意味するものであ
ろう。
かくして，米の売渡価格は買入価格に連動して決められるから相対的に高
く，麦の売渡価格は国内産麦の買入価格に連動されず安い外麦の輸入価格に連
動して決められるから相対的に安くなる，というパターンが形成されることと
なった。もちろん，前述のように麦の売渡価格は直接消費者の麦製品購入価格
に結びつかない。しかし，売渡価格は麦製品価格の形成の基礎となるものである
ことは否定しえないであろう。したがって，この米と麦の売渡価格の決定方法
の差は消費者の購入価格に大きな影響を与えることになるであろう。この意味
において，米は麦に対し，売渡価格の決定といういわばその「出発点」において
ハンディを負っていたわけである。そして，このことが米消費を減らし，小麦消
費を増加せしめた基本的要因といえるであろう。もっとも，米麦の売渡価格自
体の変化からだけでも，米消費は敏感に反応するということを示すことができ
よう。図IV-1の48~50年に注目されたい。この期間はいわゆる世界的な食糧
危機によって穀物の国際価格が暴騰した結果，外麦の輸入価格も急騰し麦の政
府売渡価格もそれにつれてはじめて急上昇した時期である。一方，この時期の
米の政府売渡価格は相対的に小さな引き上げ幅となっている。その結果，米麦
の売渡価格差は縮小し， 1人1年当り米消費量の対前年比減少量は48年 0.7
kg, 49年1.1kgとなっている。これは48年以前の時期の対前年比減少量 (2
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~5kg)と比べて， かなり米消費の減少が鈍化したことを示すものであろう。・
このように米麦の売渡価格の相対関係は米消費の動向に大きな影響を及ぼすの
である6B)。このことから，米麦の相対価格は米消費に関係なしとする『農業白
書』の見解は認めるわけにはいかないであろう。
次に以上にみた米麦の売渡価格の相対関係をふまえて，米麦の消費者購入
価格（製品価格）についてみてみよう。 表IV-4はうるち米価格と加工度から
表IV-4 米麦の消費者購入価格の推移 (1)
年¥ 
うるち米価格 小麦粉価格 対米価比
（『家計(A)調査』） （『取引価(B格)調査』） （『家計(C調)査』） (B)/(A) I (C)/(A) 
25 I 円/kg 4円3/kg I ~/kg I 84.3% I 彩51 
30 85 I 52 I 54 I 61. 2 I 63.5 
35 87 52 58 59.8 66.7 
40 117 81 71 69.2 60.7 
41 125 81 71 64.8 56.8 
42 130 81 71 62.3 54.6 
43 147 80 72 54.4 49.0 
44 158 81 73 51. 3 46.2 
45 162 83 78 51. 2 48.1 
46 165 87 82 52.7 49.7 
47 173 90 85 52.0 49.1 
48 190 92 90 48.4 47.4 
49 213 130 - 133 61. 0 62.4 
50 276 129 131 46.7 47.5 
51 320 144 148 45.0 46.3 
52 351 160 160 45.6 45.6 
53 375 160 158 42.7 42.1 
注 1)総理府『家計調査』は（全国・全世帯・品目分類）による。ただし， 25,
30, 35年は（全都市・全世帯・品目分類）による。
2)小麦粉『取引価格調査」（食糧庁）の25,30, 35年は普通粉の正味価格
であり， 40年以降は薄力1等粉の包装込み価格である。
出所：近藤康男編集代表，前掲「日本農業年報第2~艮』，「資料」
68)梶井功，前掲「米をめぐる諸政策の推移と問題」， 80-1ペー ジを参照．
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みて，麦製品の中でもっとも原料麦に近いと思われる小麦粉価格を対比したも
のである。その意味ではこの両者の比較は米麦の売渡価格の相対関係をもっと
もストレートに反映しているとみてよい。じじつ対米価比の推移は図wー 1の
米麦の政府売渡価格の推移とほぼ一致している。次に表lV-5は米と消費者が
一般によく購入していると思われる小麦製品の価格の推移を対比したもので
ある。それによれば，うるち米は小麦粉はもちろんのこと食パン，ゆでうどん・
そばより高く，干うどん• そばとほぼ同じ価格水準となっている。また，うる
ち米ではなく， 自主流通米を含んだ他のうるち米の価格（最近ではこのほうが実
際の米の消費者購入価格により近いものであると思われる）は即席めんを除けばすべ
ての小麦製品の価格を上回っている。また， 40年と53年の価格の倍率はおおよ
そうるち米3.2倍，他のうるち米3.24倍，食パン2.93倍，小麦粉2.23倍，ゆで
うどん• そば 3._92倍，干うどん• そば3.42倍，即席めん2.4倍となっている。
この点を小麦と米の政府売渡価格についてみるとそれぞれおおよそ 1.66倍，
2.52倍となっている。このことから；米はともかく小麦の製品価格の倍率は小
麦の政府売渡価格の倍率を大きく上回っており， 40~53年にかけてかなり小麦
の製品価格はアップしたといえよう。そして，、このことは政府と消費者の間に
介在する加工・流通資本の利潤がそれだけ大きかったことを意味するであろ
う。 とりわけ大手独占資本による生産の集中や流通の支配が進んでいる製
粉，即席めん業界についてはこの利潤が独占利潤の形をとりより一層大きな
ものであったと思われる。ところで，即席めんだけが米価よりかなり高くな
っている。 この理由としては他の小麦製品とは異なり次から次へと「新製品
の開発」 （実際には内容はあまり変らず包装などを変えているにすぎない場合が多い）
が可能であり，そのつど値上げしてきたこと，また即席めんの性質上少々値上
げしてもテレビ等の過剰な宣伝によってメーカーが消費者の需要をつくりだせ
るという（いわば一種の消費の社会的強制という）側面をもっていること，さらに，
圧倒的シェアをもつ一社が存在し，その会社の独占的な即席めん価格にその他
の中小各社の即席めん価格が追随する形をとっていることなどがあげられよ
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表IV-5 米麦の消費者購入価格 (2) (単位： 1kg当たり，円）
（参考）
~I 内地噌米渭（計環）食パン1小変扮Jt:-ぶ閏tうど乱悶叶＇は悶；悶売
40・I 111 I 12s i - I 107 I nj 53 1 110 1 2741 32.5 I 101.s 
41 125 133 109 71 56 113 258 32.3 101.1 
42 130 138 110 71 58 115 242 32.1 116.5 
43 147 153 114 72 63 119 225 32.1 125.9 
44 158 165 186 124 73 74 127 228 31. 9 125.0 
45 162 170 187 135 78 84 137 249 31. 9 124.0 
46 165 
他ヽ17の3う、I -るち1米91 / 148 82 96 150 274 32.0 123.0 （詮）
47 173 187 157 85 102 157 283 31.1 130.8 
48 190 202 171 90 114 171 351 43.2 130.1 
49 213 228 246 133 170 271 547 42.7 170.9 
50 276 296 254 131 178 290 572 49.2 203.4 
51 320 343 287 148 192 322 595 54.5 224.2 
52 351 375 308 160 205 357 628 54.5 246.2. 
53 375 399 313 158 208 376 649 54.1 256.5 
54.1 375 399 315 159 202 373 668 
2 385 407 314 157 200 374 664 
3 384 409 313 156 203 377 657 
4 386 408 312 155 207 378 651 
5 386 410 314 160 213 367 650 
6 384 408 314 159 224 381 653 
7 385 409 315 160 229 417 664 
8 386 408 316 160 225 405 687 ， 387 410 314 157 207 378 677 
注 1)総理府「家計調査報告』（全国・全世帯・品目分類）による。
2)内地米（計）には，内地米（非）及び自主流通米の他に内地米（配ー計）
が含まれる。
3) 47年4月からの米の物価統制令の道用廃止に伴い，米の分類は次のよう
に修正された。
内地米（計） →うるち米
内地米（配ー計）…………廃止
徳用上米— 叶徳用上米
ふ::~ニニご標準価格米
自主流通米ニニニニ＝＝益他のうるち米
4)小麦政府売渡価格は42年までは裸3等，それ以後は裸2類2等
5)米政府売渡価格は40年は普通米，41年は上米，42年以降は内地米原料玄米価格
出所：近藤康男編集代表，前掲「日本農業年報第2吟［」所収，「資料」，（参考）は筆
者による。
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う。そこで，以上みた米・小麦製品の価格関係が消費量にどういう影響を及ぽ
しているかをみることにしよう。表IV-6と表IV―7は『家計調査』でいう非
農家と『農家生計費統計』での農家の 1人 1年当り米・小麦製品の品目別消費量
をそれぞれみたものである。表IV-4,5でみたように米の消費は小麦製品との
相対的な価格関係ー一米の相対的高価格によって農家，非農家とも減っている。
問題は小麦製品の品目別消費量である。まず非農家からみると，食パンが頭打ち
になり，菓子パン，他のパンが増えている。そして，この菓子パンと他のパンが
パン全体の消費量をひきあげている。また小麦粉は35年を除くと50年を，干うど
ん• そば，即席めんは49年をヒ°ークに減少している。ゆでうどん• そばは一時
表IV-6 1人1年当たり米・小麦食品の品目別消費量（非農家）
品 目 1単位 1昭和35年1 40 I 45 I 49 I 50 I 51 I 52 1 53 
米 類 kg 98.96 80.45 62.75 54.31 51. 09 50.46 49.00 46.91 
う る ち 米 ‘’ 95.20 78.37 61. 37 53.67 50.45 49.76 48.31 46.21 
も ち 米 ” 3.09 1. 93 1. 38 0.63 0.63 0.70 0.69 0.69 
他 の ．米 ” 0.66 0.17 0.01 0.01 0.01 0.00 0.00 0.01 
麦・雑 穀 II 4.01 1. 02 0.48 0.26 0.22 0.31 0.26 0.24 
ノミ ン lOOg 84.75 98.91 102.81 102.19 105.22 110.51 113.83 115.83 
食 ノ‘゜ ン ” 45.08 49.70 55.62 68.68 69.34 72.78 71.86 70.64 
サンドウィッチ II 0.54 0.74 0.81 0.90 1.10 1. 25 1. 38 
菓子パ ン ” 14.59 15.93 17.24 18.67 20.18 21.40 
他 の ノミ ン ’ 48.67 31.86 16.76 17.75 17.96 20.54 22.41 
粉 類 ” 13.83 13.63 11.~12.72 14.03 14.15 13.76 13.29 
小 麦 粉 ‘’ 12.48 10.72 9. 1. 63 12.40 12.33 11.40 1. 57 
他 の 粉 ‘’ 1. 35 2.91 2. 1. 09 1. 63 1. 82 2.36 1. 72 
め ん• も ち II 100.02 101. 21 102.69 109.61 112.88 114.14 111.33 111.54 
も ち ’ 4.09 5.59 7.16 13.86 13.68 13.33 12.61 11. 71 
ゆでうどん• そば II 56.35 42.88 40.99 33.29 35.92 37.66 36.10 36.73 
干うどん• そば II 16.66 18.、20 22.84 24.18 23.23 22.43 22.87 22.83 
即席 め ん “ } 22.91 17.60 23.26 
23.60 22.76 20.35 19.74 20.49 
他 の め ん , 16.94 8.43 14.67 17.28 20.37 20.01 19.79 
注 1)総理府「家計調査』の人口5万人以上の都市の一世帯当たりの年間購入
量を，その世帯人員数で除して求めたものである。
出所：農林水産省『昭和53年度食料需給表J
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表IV-1 1人1年当たり、米・小麦食品の品目別消費量（農家）
ロn 目 1単位 1昭和35年1 40 1 45 1 49 I 50 1 51 I 52 I 53 
米 kg 156.40 150.43 134.45 126.34 121. 03 119. 92 119.22 113.06 
精 麦 ’ 16.65 5.95 1. 25 0.65 0.56 0.56 0.38 0.36 
小 麦 粉 , 6.61 4.47 2.85 2.82 2.69 2.41 2.53 2.46 
生 め ん ’ 1. 56 2.50 2.66 2.81 3.16 3.38 3.53 
干 め ん ’ 7. 7,4 3.54 3.68 3.35 3.35 3.12 3.08 3.00 
インスクントラーメン II 1.16 1. 77 2.12 2.27 2.08 2.14 1. 95 
,,{ ン ’ 0.42 1. 34 2.24 1. 95 2.04 2.47 5.45 5.41 
注 1)農林水産省「農家生計費統計』の一世帯当たり，年間消費量をその世帯
人員数で除して求めたものである。
出所：農林水産省「昭和53年度食料需給表」
かなり減ったが最近再び増えはじめている。次に農家についてみると，インス
クントラーメンは50年をビークに減少している。また，小麦粉，干めんはマ貫
して減少しているのに対し，パン，生めんはそれとは対照的に一貫して増加し
ている。もっとも「農家生計費統計』では「家計調査」のようにパンの種類別
消費量は調査されていないので，パン消費量の内訳はわからない。しかし，都
市世帯ではパンの消費は食パンが減り，菓子パンが増えてきていることからし
て農家でもこのような傾向になっているのではないかと推測される。そして，
もし都市世帯だけでなく農家でもパン消費がこのような傾向になってきている
とすれば，一般に米食から粉食への移行は食生活の「近代化」・「高度化」を示
すものではなかろう。なぜなら，食バンではなく，菓子パンの消費は一般に副
食を伴わず極めて質素な食事といいうるからである。したがって，パン全体の
消費量の増大を支えている菓子パンの消費量の増大という粉食の展開はむしろ
食生活の貧困化を示すものといえよう。
さて，表IV-6, 7から小麦製品の品目別消費量に関して確認しておきたい
ことは次の点である。それは非農家，農家を通じて，価格の相対的に高いもの
や値上り率の大きいものは小麦製品といえども消費が減少している点である。
そして，このことは相対価格関係がいかに消費に重大な影響を及ぼすかという
ことを示すものであろう。つまり，相対価格の変動に消費者は敏感に反応して
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いるのである。その意味で，もし米の購入価格が相対的に安く推移していたな
らば，表IV-6, 7にみられる相対的に高価格で値上げ幅の大きい小麦製品の消
費減少分は米の消費増大となってあらわれたことであろう。しかし，米はその
消費者購入価格の基礎をなす政府売渡価格が小麦の売渡価格よりはるかに高か
ったためにその購入価格を小麦製品の購入価格以下におさえることができなか
った。だからこそ，米の消費は減少したのである。したがって，小麦製品の消
費増大と米消費の減少は，まさに前述の米麦自体の政府売渡価格の決定方法の
相違に基因しているといえよう。そして，こうしてみると米消費の減少の本質
は社会的条件や心理的条件や地理的条件からではなく，米麦の価格関係を中心
とした経済的条件から考察されなければならないことはあきらかであろう。
次に，以上の点と関連するが米の消費を必要以上に減少させたものとして外
麦の輸入問題がある。図IVー 2は外国産小麦輸入量と国内産小麦生産量の推移
を示したものである。 これをみれば今日の小麦消費はほとんど外麦（とくにア
メリカ小麦）でまかなわれていることは一目瞭然である。 国内の小麦生産の衰
退は基本的にはこの大量の外麦輸入と「パリティー」方式による生産費さえつ
ぐなうことのできない生産者麦価の決定にあったことはすでに述べたとおりで
ある。そこでまず外麦輸入の経過を簡単にみよう。小麦の輸入は敗戦直後のガ
リオア・エロア援助小麦をもって嘴矢とする。しかし，何よりも今日の小麦の
輸入体制の礎となったものは，アメリカのMSA<相互安全保障）法と農産物貿
易促進援助法（公法480号）に基づく余剰小麦の受け入れであった。これらの法
律の制定•発足は重富健一氏が指摘されるように「相手国の通貨による見返り資
金勘定方式の採用とあわせて，①余剰農産物とその負担を解消し，③アメリカ
農産物の対外市場の開拓，拡大をはかり，⑧相手国からその国内で，『共同防
衛』のための軍事的な資材や役務を購入，調達し，④相手国の経済開発のため
の借款やアメリカに対する債務返済にあてるなど，一石で二鳥どころか数鳥を
射とめる効果をねらったものであった。／一方，アメリカのこのMSA援助受
入国の側にすれば，アメリカヘの軍事的経済的な従属・依存の関係が多かれ少
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なかれ強まるであろうという危険や懸念に目をつぶり，自国の主権と経済的自
立，主要国民食糧の自給原則を放棄する決心さえつくならば， ①外貨（ドル）
支払いや不足になやまされることなしに，②さしあたりの食糧不足を補い，③
見返り資金の運用をつうじて，軍備の増強をはかり，④同じく，独占資本や大
企業への投融資を拡大し，景気の一時的な回復や高揚に役立てられるなど，多
大のメリットが期待されるという性質のものだった」69)。そして， 28年から 32
年にかけてわが国はこの法律によってアメリカの余剰小麦を輸入することにな
る。しかも，図IVー 2におけるようにこれを契機にアメリカ小麦の輸入は急増
し，それが構造化するのである。じじつ；外麦の輸入量と国内小麦生産量の関
係は28年に外麦優位に逆転し，それ以降は外麦と内麦の差は拡大一途をたどっ
ている。その意味で， MSA小麦の輸入は今日の小麦輸入体制の基礎となった
といえよう7,0)。そして，このような大量かつ安価な外麦輸入の被害者は内麦だ
けではなく米もそうであった。図IV-2をもう 1度みられたい。まず34年には
外麦輸入はそれまで200万tそこそこであったのが， 250万t台に引き上げられ
ている。そしてこれに呼応するかのようにこの年から小麦の政府売渡価格は輸
入価格にサヤ寄せされ，それに規制されはじめるのである。その結果，この時
から米麦の政府売渡価格の差は拡大一途をたどることになる。これが米消費を
減少せしめたことはすでに述べた通りである。次に， 38~40年には輸入量はそ
れまでの250万tレベルから350万tレベルヘと一挙に約100万tも引き上げら
れている。これは37年には 1人当り米消費量がヒ゜ークに達し， 38年には米の総
消費量がビークに達しそれ以降両方とも減り続けているその時のことである。
さらに， 40~43年にかけて，輸入量は420~30万tレベルヘ，そして44年には
それが450万tレベルヘそれぞれ引き上げられている。 42,43, 44年といえば
69)重富健一「食糧・農業問題の本質と重要性」日本科学者会議編『日本の食糧問題上」
大月書店， 1978年所収， 41ペー ジ．
70)なお，アメリカ小麦の日本「侵略」の過程については高嶋光雷『日本侵攻アメリカ小
麦戦略」家の光協会，昭和54年に詳しい。
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3年続けて米生産量が1,400万t台という記録的な大豊作を達成した時である。
つまり，この大豊作のときになおかつ輸入を増やしているわけである。しかも
米の過剰で生産調整政策が44年から今日まで実施されているというのに，外麦
輸入は減るどころか増えつづけ今日ではその量は 550万tレベルに達してい
るのである。このように米の消費が減り出しても，また米の生産が大豊作の時
でも， さらに米が生産調整（減反）を余儀なくされているときでも，外麦輸入
は減らされるのではなく反対に増やすという信じられないような政策がとられ
てきたといえよう。しかも，米の政府売渡価格は買入価格にほぼ連動され，着
実に上昇している。その一方で，小麦の政府売渡価格は安価で大量に輸入され
る外麦の価格に規制されて据えおきか引き下げという措置がとられているので
ある。これでは米が「過剰」になり，またその消費が減少するのも当然のこと
であったといえよう。そして，かかる政策をみるかぎり農政は米の消費の減少
をくいとめるのではなく，むしろ逆に意図的に米の消費を減らすという「米疎
外」農政を展開してきたといっていいであろう。こうして安価な外麦の大量の
輸入は米の消費を必要以上に減らすという役割を演じてきたのである。
次に米消費減少の問題を最近の労働者の労働条件や生活実態という点から若
干考察してみよう。まず，最近の日本資本主義の展開過程を簡単にみておこう。
48年秋の周知の「オイル・シ ョック」の発生による，経済危機の進行は基本的
に今日まで続いているといってよい。しかし，「この間， 日本経済は， それ以
前の『高度成長』から，不況と低成長の時代べ移行したが，景気循環のうえか
らだけみれば，この不況も1975年をボトムに， 76年からは回復過程にはいり，
79年には『第二次オイル・ショック』が起ったものの，犠牲を国民に転嫁しつ
っ，日本経済の景気回復は依然つづき， 79年の実質経済成長率は6.0バーセン
トとなっている」71)。そして， この景気回復は主として輸出増加によってもた
らされたものであり，このような輸出増加（一国際競争力の向上）はインフレー
ション下の賃金抑制（実質的な賃金切り下げ）や「経営の合理化」などによる国
71)中原弘二「今日の労働者階級の状餓」『経済」 1981年2月号所収， 61ペー ジ．
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民の犠牲のうえになしとげられたものであった。この景気回復過程について中
原弘二氏は次のように言われている。「この……回復過程は，構造的危機をと
もなっていただけに，日本資本主義の構造的変化がいちじるしくなり， 「オイ
ル・ショック」前とはかなりちがった，新しい状況が生まれている。むしろ国
民の犠牲のうえになしとげられた構造変化によって，日本の独占資本主義は，
他の先進資本主義国との国際競争においても有利な条件をつくりだしてきてい
る。すなわち，独占資本が，雇用削減をはじめきびしい『減量経営」＝、『合理
化」や賃金抑制を強行することによって高い労働生産性とコスト低減を達成し
たことである。それは，結局のところ独占資本による労働者階級と国民への犠
牲の転嫁であった」72)。つまり最近の日本資本主義展開の特徴は48年秋の「オ
イル・ショック」を契機としてはじまった経済危機一ーそれは世界の資本主義
経済全体の危機の一構成部分をなしている一ーに伴う諸困難を労働者や国民
へのシワ寄せという形で「処理」し，自らの強蓄積のための条件を再構築しよ
うとするものにほかならない。そして， これがために「経営の合理化」や賃
金抑制などが打ち出されてくるのである。「経営の合理化」 とは実質的には雇
用の削減（人減らし） とその削減の対象外になった労働者の労働強化のことで
あるといっていいであろう。そして，このような「経営の合理化」や賃金抑制
といった形で，資本主義自体が生み出した経済危機の「ッケ」を転嫁された労
働者の労働条件や生活状態が悪化してきたことはいうまでもないであろう。し
かも，このことは食生活レベルを引き下げ，米の消費にも大きな影響を及ぼす
ことになるのである。さて，それでは米の消費問題を労働者の労働条件や生活
状態との関連でみてゆこう。図IV-3は年間実労働時間の国際比較を試みたも
のである。それによると日本の年間実労働時間は他の先進資本主義国を大きく
上回り，平均で 2,146時間となっている。たとえば，日本の労働者は西ドイツ
の労働者と比ぺると年間418時間も多く働いていることになる。この実労働時
間の差は週休二日制の採用・不採用によるとも考えられる。たとえば， 完全
72)中原弘二，前掲稿， 61ペー ジ．
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図lV-3 年間実労働時間の国際比較（製造業，生産労働者， 1978年）
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注 1)労働省労政局労働経済課試算
出所：労働省「昭和55年版労働白書』
週休二日制の普及率は日本23.5 (1975年）彩，アメリカ85:57lる(1976年），イギリ
ス84.7彩 (1968年）となっている73)。これによれば確かに休日は少ないわけで，
その分よく働きまた疲労も重なっているといえよう。そして，その結果，食欲
が減退しパンなどと比べて消化のよくない米の消費はとくに減少するというこ
とになろう。さらに，この休日の少なさに加えてわが国の労働者の年間実労働
時間を諸外国より多くさせているものとして所定外労働時間が諸外国より多い
ことがあげられる（表IV-8参照）。しかも，近年の景気回復過程においてこの
所定外労働時間の増加が著しいことは図IV-4が示す通りである。それによれ
ば一時減っていた所定外労働時間が55年には再び「オイル・ショック」直前の
48年水準にまで回復している。つまり， このことは近年の景気回復がこの労
働時間の延長をテコとして一ーもちろんこれだけではないが一ーなされた側面
が強いことを意味するものであろう。したがって，休日の少なさとともに「こ
73) 「朝日新聞J1981年 1月19日。
383 
500 闊西大學「紙清論集」第31巻第2号
表w..:s 所定外労働時間の国際比較（製造業，生産労働者， 1979年）
（単位：時間）
項 目 1 日 本 アメリカ 西ドイツ 1 イギリス
週当たり残業時間 1 3.8 3.3 2.1 
年間残業時間 197 172 109 
注 1)日本一労働省『毎月勤労統計』，アメリカー労働省 "MonthlyLabor 
Review", 
イギリスー雇用省 "EmploymentGazette", 
西ドイツー労働省 "Arbeitsund Sozial Statistik" 
2)日本は規模30人以上，週当たり数値は，月間数値Xl2+52で算出した。
3)アメリカ，西ドイッ，イギリスは週当たり残業時間X52で算出した。
出所：労働省『昭和5砕三版労働白書』
図IV-4 製造業規模別月間所定外労働時間の推移（季節調整値）
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注 1)労働省「毎月勤労統計』
2)調査事業所の抽出替えに伴うギャップの修正は行っていない。
出所：労働省「昭和55年版労働白書」＇
3.0 
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れは，わが国の労働者が，同じ所得をえるのに外国の労働者よりも長い時間を
働いていなければならないということであり，賃金額の比較だけで単純に日本
の労働者の状態をヨーロッパ並みとみなすことのできないひとつの根拠であ
る」74)。 それはともかく，いずれにせよ所定外労働時間の増加は顕著になって
おり，このことはまた米の消費に大きな影響を与えているとみることができ
74)中原弘二，前掲稿， 71ペー ジ．
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る。つまり，所定外労働時間（残業）の増加は帰宅時間を遅延させ，重度の疲
労をもたらす。そしてこのことは正常な食事サイクルをくるわせ，めん類など
の夜食の増加や朝食の欠食などとなってあらわれる75)。 じじつ， 『国民栄養調
査」によればその調査期間 (3日間）にすべて朝食を欠食したものは 47年には
3.1彩であったが， 50年には 10彩へと急増している76)。したがって，労働者の
休日の少なさとともにこのことが米の消費を必要以上に減少せしめた一要因で
表IV-9 勤労者世帯の収入と支出（全国各年1カ月平均） （単位：円）
45年 50年 53年 54年
物し価た指実（数質％伸）を考び慮率
50/45 I 54/50 
実 収 入 (A) 112,949 236,152 304,562 326,013 21. 2 8. 6. 
うち世帯主定期収入(B) 70,212 149,450 196,809 211,825 22.3 3.6 
(B)/(A) (62.1彩） (63.2%) (64.6彩） (64.9彩）
実 支 出 91,897 186,676 242,487 261,622 17.8 10.2 
消 費 支 出 82,582 166,032 208,231 222,436 16.5 3.9 
非消費支出 9,315 20,644 34,255 39,186 28.7 49.4 
手取り（可処分所得） 103,634 215,509 270,307 286,828 20.0 7,9 
黒 字 21,052 49,477 62,076 64,391 36.3 2.5 
貯 蓄 純 増 13,480 31,875 37,511 38,199 36.8 △ 5.6 
平均消費性向（％） 79.7 77.0 77.0 77.6 
消費者物価総合指数（全国） 58.0 100.0 122.6 127.0 
注 1)非消費支出は勤労所得税，その他の税金，社会保険負担などである。
2)手取りは実収入より非消費支出を引いたもの。
3)黒字は可処分所得と消費支出あるいは実収入と実支出の差。
4)貯蓄純増は貯金および保険掛け金と貯金引き出しおよび保険取り金との
差。
5)平均消費性向は消費支出の可処分所得にたいする割合。
6)実質伸び率は，当該期間の伸び率を消費者総合物価指数で除したもの。
7)総理府統計局「家計調査報告」による。
出所：戸木田嘉久「今日の経済危機と貧困化•生活不安問題」『経済J 1980年9
月号所収， 18ペー ジ．
75)駅などのパンやそばの立食の流行もこのことと無関係ではない（吉田忠，前掲稿，
262ペー ジ参照）。
76)中沢きみ「食生活」茨城大学地域総合研究所編「今日の食糧問題」時潮社， 1980年所
収， 231ペ-:-ジ参照．
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図IV-5 賃金の対年比増減率
? ?
）?
20 
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出所：『朝日新聞」 1981年1月30日
あることは確実であろう。
次に，労働者の生活状態との関連で米の消費問題を考察しよう。表IV―9は
勤労者の家計状態の推移をみたものである。それによると，世帯主の収入の伸
びは明らかに鈍化している。そしてこの点をより明確にしてくれるのが図IV―
5の賃金の動向である。図IV-5によると，名目賃金の上昇率に比して，実質
賃金の上昇率ははるかに低く，とくに「オイル・ショック」の影響がでた49年
以降・は 2彩台と低率ののびにとどまっている。しかも55年にはマイナス 0.9彩
と27年の「毎月勤労統計調査」開始以来はじめて対前年比のび率はマイナスに
転じている。このような賃金の抑制＝低賃金は前述の「オイル・ショック」以降
の景気回復過程を支えてきた大きな要因であった。しかし，その一方でこのよ
うな賃金抑制は労働者家計を圧迫せずにはおかなかった。さらに，表IV―9が
示しているように賃金抑制とともに非消費支出（税金や社会保険負担からなり，ど
うしてもその支出を減らすことのできないもの）の増大は労働者家計を二・重に圧迫
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した77)。その結果，貯蓄ののびは50年以降激減している。しかも貯蓄ののびが激
減しているだけでなく，その一方で借金が増大しているのである。貯蓄増強中央
委員会「貯蓄に関する世論調査」(55年10月）によると，その調査対象家計のうち 4
割が借金をし，その年平均借金額は 405万円で，その年間実収入に対する割合は
1.06倍となっている。つまり実収入より借金のほうが大きいわけである78)。こ
うした家計窮迫状況のなかで，生活を守っていくためにとられる措置は，一般
に生活のきりつめと主として妻による収入の獲得（共稼ぎ）以外にはないであ
ろう。生活のきりつめは「非消費支出」を減らすことはできないから通常「消
費支出」の抑制・減少という形でなされる。とくにその「消費支出」のなかでも
「食料費」の抑制・減少が一般に行われる。表IV-10はそれを示している。す
なわち，「食料費」ののびは「消費支出」ののびに比べてはるかに低く，しか
も49年以降はほぼ一貫してそののびは減少するかほとんど停滞している。この
表IV-10全国勤労者世帯消費支出の推移（前年（同期）比，実質伸び率） （単位： 96) 
年・期 1警篇 1羹謬 l嬰齋 I(食料） I (住居）r(光熱）I (饂） I (雑費）
昭和45年 7.1 79.7 5.6 2.7 5.4 
46 4.0 79.9 4.1 1.8 8.0 
47 6.0 78.4 4.1 3.2 2.7 
48 6.6 77.5 5.5 1. 2 2.5 
49 -0.1 75.7 -2.4 -2.6 -4.0 
50 2.6 77.0 4.5 0.6 0.7 
51 -0.9 77.4 -0.5 0.0 -2.0 
52 1. 6 77.2 1. 4 -0.1 2.5 
53 1. 5 77.0 1.3 0.4 -0.5 
54 2.4 77.6 3.1 0.9 3.2 
注 1)総理府統計局「家計調査』，『消費者物価指数」
出所：労働省「昭和55年版労働白書付属統計表』
10.8 2.3 9.2 
6.1 1. 7 5.6 
2.7 3.1 5.1 
9.1 1. 3 12.0 
-3.0 -4.3 0.9 
9.4 5.1 6.3 
1. 6 0.4 -1.7 
4.4 -1.9 1.5 
6.6 -1.4 2.0 
0.6 -0.1 4.6 
77)国民春闘共闘会議によると， 55年の対50年比増加率は「非消費支出」 99.4%増，「名
目実収入」 48.4彩増，都区部消費者物価指数 (55年10月） 41%増となっている（『朝
日新聞』 1981年2月21日）。「非消費支出」がいかに増大しているかがこのことからよ
り一層明らかとなるであろう。
78) 『朝日新聞』 1980年10月3日。
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理由としては「住居費」などと比べると「食料費」は比較的弾力性をもたせ
やすいということと， 同時に「食料費」の抑制・ 削減は生活きりつめの効果
が大きいことがあげられるであろう。たとえば「家計調査』によると 54年の
勤労者世帯の月平均「食料費」は 63,000円となっており， それは「消費支
出」の36%を占め， 「雑費」を除けば断然トップである。したがって，たとえ
1割でも「食料費」を削減することができれば， 6,300円の節約となる。ここ
が「食料費」と他の「費目」との異なるところであろう。したがって，生活の
きりつめにはまず「食料費」の抑制・削減がおこなわれることになる。その場
合，副食の質を落としたり，量を減らしたりするのはもちろんのこと主食につ
いても相対的に高い米を避け安い小麦製品をより多く消費するようになるのは
当然であろう。たとえば， 51年5月の東京都区部の動労者世帯の「主食費」の
支出からこの点をみてみよう。 1世帯 1日当り「主食費」は 267円でその内訳
は米169円，麦雑穀58円，めんその他39円となっている。そして，その時の小
売価格がうるち米（並） 10kg 3,080円，同（中） 10kg 3,330円，同（上） 10kg 
3,600円，小麦粉1kg 147円，食パン 1kg 263円，干しうどん 1kg238円，即
席めん 1袋 (100g)46円となっている79)。 いま，米はうるち米（並）， 麦雑穀
は食パン，めんその他は干しうどんだけを消費したとしてこれを逆算すると，
米と小麦製品の消費量はそれぞれ 0.55kgと0.49kgとなる。また，米はうる
芦米（並）ではなくうるち米（上）だけを消費したとすると，その消費量は 0.47
kgとなる。つまり， 1日1世帯当りの米と小麦製品の消費量は同じか，また
は小麦製品のほうが多く消費されていることがわかる。このように，米は生活
のきりつめによる「食料費」の抑制・削減によって，ー層主食として地位を退
き，その消費を減退させているのである。そして，それは，このような家計窮
迫下においてはとくに米麦の相対価格関係が大きく作用していることの証左に
ほかならない。
79)井野隆一『食糧危機はくるか」東研出版，1977年，81ページ参照．なお，これについては
井野氏も伊藤セツ「物価と家計薄」『経済」 1976年， 1月号所収を参照したものである。
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それでは次に，家計窮迫下における労働者世帯のもう 1つの「対応策」であ
る主婦の就労についてみることにしよう。「我が国の女子就業者なかんずく結
婚して共働きをしている女性の就業者は，最近急速に増えてきている。総理府
統計局『労働力調査」から結婚して夫のいる女子就業者数の推移をみると， 45
年の1,180万人から50年には 1,245万人となったが，その後急増して53年では
1,376万人となっている。その有配偶女子全体に占める比率は， 45年の48.0彩
から， 50年には44. 7彩にまで低下したが再び上昇し始め， 53年には47.6彩と45
年の水準にまで上昇している。これを作業上の地位別にみると，農林業，自営
業主家族従業者は低下傾向にあるのに対し，雇用者は 45年18.3彩， 50年21.3 
彩， 53年24.3彩と上昇の一途をたどっている」80)。つまり， 53年で主婦である
労働者は女子労働力人口（完全失業者を除く）の約66彩を占め，主婦全体のほぼ
半数となっている。そして，その就労形態も農林業，自営業主家族従業者とい
うのが減り，雇用者というのが増大している。つまり，勤めに出る主婦が増え
ているわけである。しかも主婦の就労は，機会さえあればもっと増えると思わ
れる。たとえば「総理府統計局『就業構造基本調査』により女子の無業者のう
ちの就業希望者の割合をみると， 40年では20.8彩にすぎなかったが， 46年では
32.2彩と急上昇し， 52年には 35.8彩となっている」81)。さらに，これを無職の
主婦についてみたのが表IVー 11である。これによると，無職の主婦の就業希望
率は女子無業者全体のそれとは比べものにならないほど多い。しかも， 46年か
ら52年にかけて，その主婦の就業希望率は著増している。さらに，この就業希
望理由を有配偶者だけではないが女子無業者全体についてみると， 52年の『就
業構造基本調査」では「収入を得たいから」 (65.6彩），「余暇ができたから」
(15.8%), 「知識や技能を生かしたいから」 (9.5彩）の順になっている82)。 さら
に，この主婦の就労のうち最近増加していると思われるいわゆるパートについ
80)経済企画庁『昭和54年版国民生活白書』，109ペー ジ．
81)経済企画庁，前掲『国民生活白書』，110ペー ジ．
82)経済企画庁，前掲「国民生活白書』， 111ページ参照．
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表IV-11 無職の主婦の就業希望率
46 年
（単位：千人，形）
52 年
区 分
有配偶無業者 I就業希望率 有配偶無業者 1就業希望率
総 数 12,515 40.6 
15 ~ 19 27 55.6 
20 ~ 24 917 52.5 
25 ~ 29 2,150 50.1 
30 ~ 34 、2,144 52.2 
35 ~ 39 1,764 50.6 
40 ~ 54 3,384 35.5 
55 ~ 64 1,475 16.7 
65歳以上 654 7.6 
注 1)総理府統計局『就業構造基本調査』による。
出所：経済企画庁「昭和54年版国民生活白書」
13,697 46.6 
15 73.3 
547 62.2 
2,406 59.7 
2,167 60.4 
1,824 61. 3 
3,963 4,4. 0 
1,788 20.0 
986 7.2 
てみると，その数は54年6月末の労働省発表で151万人となっている。しかし，
この労働省の数値は低すぎるように思われる。実際総評の発表では 300万人～
500万人となっている83)。 確かに主婦のパート就労の実態把握は困難な問題
である。しかし，総理府『労働力調査』からだいたいの数値は導くことができ
る。それによると， 15歳以上の女子労働力人口のうちの就業者総数は， 54年で
は2,117万人で，そのうち「主に仕事」は 1,35q万人，「家事などのかたわらに
仕事」は715万人となっている84)。したがって，主婦のパート就労者数は少な
く見積っても 650万人以上，つまり既婚女子労働者の約半分とみていいであろ
う。「また，週間就業時間別非農林業雇用者数をみると，女子では， 35時間未
満の就業者が， 35時間以上の就業者にくらべて， 77年以後一貫してより高い伸
び率で増加している。これは，パートタイマーなどの増加をほぼ反映したもの
とみてさしつかえなかろう」85)。そして， このパート就労の理由としては，職
業研究所「既婚婦人の就業と生活に関する調査」 (55年2月）によると「生計を
83)戸木田嘉久，前掲稿， 19ページ参照．、
84)中原弘二，前掲稿， 65ページ参照．
85)中原弘二，前掲稿， 56-7ペー ジ．
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維持または家計を補助するため」が52.5彩と半数以上を占めている86)。このよ
うに，主婦の就労はますます増加する傾向にあり，その増加傾向は主としてパ
ート就労の増加に支えられているとみていいであろう。しかも，こうした主婦
の就労は家計の維持・充足が主たる目的であり，その意味ではすぐれて「生活
防衛」的性格をもつものといえよう。このように，家計窮迫下において労働者
世帯の主婦就労は，•その「生活防衛」上必要不可欠なものとなってきているわけ
であるが，このことはまた食生活に変化をもたらさずにはおかないであろう。
たとえば，主婦は就労によって当然忙しくなる。したがって，できるだけ調理に
手間のかかる米食はやめ，そうでないめん類やパンを多く消費するようになる・
であろう。また，前述の朝食の欠食もこの主婦の就労に一因があるとみてよか
ろう。なぜなら，主婦は働きに出るといってもやはり種々の家事労働もしなけ
ればならないわけで，とくに忙しい朝はつい欠食しがちになるからである。さ
らに，これと同時に重要なことは主婦の就労が外食機会の増大をもたらすこと
であろう。これは，主として主婦が就労により忙しくなり，家庭内食の調理や昼
食の弁当づくりに時間がかけられなくなったことによるものであろう。図IV-
6はこの外食の増大を示したものである。それによると食料費支出はほぼ横ば
いで推移しているのに対し，食料費に占める外食の割合は49年以後急増してい
るのがわかる。これは49年以後の「オイル・ショック」による外食の単価の高騰
と，主婦の就労に伴なう外食機会の増大によるものと思われる。そこで，この
外食の増大の内容をみたのが表IV-12である。それによると，昼食の外食が圧
倒的に多くなっている。これを性別にみると，男性はその3割以上が毎日昼食
を外食ですませている。そして男性の半数以上が3日に 1度は昼食を外食です
ませている。他方，女性は，毎日昼食を外食ですます割合は男性ほどではない
にせよそれでも 2割近くに達し， 3日に 1度というのが 4割以上を占めてい
る。さらに，この昼食における外食の食事内容をみたのが表IV-13である。こ
こでまず目をひくのは，そば・うどん類とパン類の消費が性別・年齢別を問わ
86)中原弘二，前掲稿， 66ページ参照．
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図IV-6 外食の推移（全国・全世帯）
（構成比）
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注 1)総理府統計局「家計調査』，『消費者物価指数」による。
2)食料費支出は44年を100とした実質指数である。
出所：経済企画庁「昭和55年版国民生活白書』
表lV-12外食状況 （単位：彩，昭和51年）
朝食
3日間の外食回数，、
贔I品I贔I計
男I3. 4 I 1. o I 1.1 I s. s 
女I2. 1 1 o.4 1 a. 41 2. 9 
昼食 夕食
3日間の外食回数 3日間の外食回数
， ヽ← ・｀
贔I盈I贔I計贔 l晶l曲l計
12.1 i 12.9i31.4156.4112.11 s.21 2.6111.9 
14. s i 10.4118. 4 j 43. s j 8. 8 j 1. 1 j 1. o i 1.5 
注 1)厚生省「国民栄養調査」による。
出所：中沢きみ，前掲稿， 231ペー ジ．
ず多いことである。その内訳は男性では15~19歳が断然多く 5割以上を占め，
その他の年齢階層では大体 3~4割となっている。他方女性についても男性と
同じく 15~19歳が一番多いが， その割合が約 7割近くにも達している。そし
て，女性のその他の年齢層では約 4~5割となっておりやはり男性より多くな
っている。このように外食におけるパン類，うどん• そば類の消費には性別か
らすれば差はあるものの，それが外食においてかなりの割合を占めていること
が確認されるであろう。いずれにせよ，このことは勤労者の貧しい外食の実態
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表IV-13 性・年齢別昼食の外食内容 （単位：％，昭和51年）
性別 男
＼ザ呼 3l゜ り呼醤 'i呼呼女｀
品 19 29 39149 59 以 19 29 39 49 59 以
目 歳歳歳歳歳上歳歳歳歳歳上
そば・うどん類 24. 21 21. si30. 61 29. 31 26. 41 34. 4 21. 41 32. 61 39. ol 37. i32. 91 31. 7 
パン類 26.41 4. 41 3. ol 3. 91 4. 1 7. 4146. 4117. 2J u. 2J 8. 31 8. 6 6. 2 
和食 24.9145.9146.950.9155.9149.5111.4J 29.5137.7143.oJ 51.oJ 55.3 
洋食 24.51 28. 21 19. 51 15. 9113. ol 8. 1 14. 81 20. 1 12. i1. 61 7. 51 6. 8 
注 1)厚生省『国民栄養調査」による。
出所：中沢きみ，前掲稿，232ペー ジ。
を示すものとして興味深いものである。以上から明らかなように，主婦の就労
はめん類やパン類のような手間のかからない食品の消費，朝食の欠食，めん類
やバン類を主体とした低単価の外食の増大を通じて米の消費を必要以上に減少
させることになるであろう87)。なお＇，一般にいわれている「食生活の簡便化」
の進展や「外食サービスヘの依存」傾向の実態はじつはこのような内容をなす
ものであり，したがって，それを食生活の豊かさの反映とみることは誤りであ
ることを付言しておこう。
V 結びにかえて
本稿では米「過剰」問題を主としてその消費面から考察を行なってきた。し
かし，それに先立って米「過剰」に対する関連対策や米「過剰」を生みだした
生産面での要因についても言及したので，まず，この点から簡単に要約してお
こう。
87)農家世帯についても基本的には以上のべた勤労者世帯と同様のことがいえる。つま
り，今日圧倒的多数を占める第二種兼業農家の家計も家族の多就労化によって支えら
れている。したがって，めん・パン類のような手間のかからない食品の家庭内消費，
朝食の欠食，めん・パン類を中心とした外食の増大を通じて米の消費は必要以上に減
らされているとみていいであろう。
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第1に， 44年からはじまった生産調整政策は一貫して「米減らし第一主義」
をとってきたことである。つまり，ともかくも米さえ減らせばよいという発想
がそこにはあったことである。たとえば，水田利用再編対策についてみても転
作が個別の農業経営にとってはどのような位置づけをもつものなのか，またそ
れが今後の米の需給の均衡化にどのような意味をもつものなのかといったこと
が，考慮されていなかったといえよう。もっといえば，生産調整政策は米の需
給問題を日本農業の長期的発展との関連でとらえるという視点を欠いていたと
いえよう。そして，このことは何よりも生産調整政策が米の需給問題を財政問
題と等置し，米「過剰」による財政負担の軽減という点からのみとらえてきた
ことによるものであろう。そして，このようないわば短見的論理はまさに「資
本の論理」と相通ずるものであろう。そのような意味において生産調整政策は
いわゆる「安上がり農政」・「場当り農政」の一環をなすものであるとみていい
だろう。また同時並行的に進められている，米の完全な自由流通をめざした食
管制度の改変や生産者米価の据え置き基調もこれと同一線上にあるものといわ
なければならないであろう。
第2に，米「過剰」を生産面から生じさせたものは，日本資本主義の蓄積・
再生産構造自体であるということである。つまり，日本資本主義の強蓄積の所
産であった「高度経済成長」の過程における日本農業の急激な衰退のなかで，価
格・収量面では相対的に有利で安定しており，技術面では兼業でも可能であ
り，しかも輸入に脅かされることなく農民が安心して作れるのは米作だけだっ
たのである。換言すれば，米「過剰」をもたらすほどの米生産量の増大は「米
しか作れない」，「米以外は作っても割に合わない」という状況のなかで生じた
のである。このような日本農業の稲作単作化こそ米「過剰」を生産面から顕在
化させた要因であり，そしてかかる稲作単作化傾向は日本資本主義の蓄積・再
生産構造に規定されたものであろう。
さて，次に上述の生産量の増大とともに米「過剰」を生みだしているもう一
つの要因である消費の減少について，本稿で明らかにされたことをもう一度簡
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単に要約しておこう。そして，このことはとりもなおさず本稿の主たる課題で
あった。
米の消費減少の要因に関しては種々の議論があるが，これらに共通している
ものはこの米の消費減少の要因を主として非経済的条件にもとめると同時に，
食生活の変化＝米消費減少という見解をとっていることである。そして，この
食生活の変化＝米消費の減少という見解は社会が発展すれば米の消費は必然的
に減っていくという論理を内包していた。つまり，この見解は米消費の減少を
いわば「自然的減少」とみなしているといえよう。しかし，本稿では消費者が
主食として米の消費を望んでいるのに現実にはそうしていないという，米消費
における矛盾の存在を主張する立場からこれらの見解を批判し，むしろ米の消
費は必要以上に減らされ，米消費の減少が「つくりだされた」側面を少なから
ずもっということを強調した。さらに，米消費減少の要因もこれらの見解のよ
うに非経済的条件に求めるのではなく米麦の相対価格関係，外麦の輸入問題，
勤労者の労働•生活条件等の主として経済的条件に求めなければならないとし
た。そして，この米麦の相対価格関係，外麦輸入問題，勤労者の労働•生活条
件から，米の消費が必要以上に減らされていることを明らかにした。
以上の点を踏まえて，最後に確認しておきたいことは米「過剰」をもたらし
た米の消費減少は一ーその生産量の増大とともに一一日本資本主義の蓄積・再
生産構造に深くかかわっているということである。生産面についてはすでにみ
たので，消費面からこの点について若干言及しておこう。
第 1に，米麦の小売の相対価格関係においては米は高く小麦は安いという形
になっている。これは，米の政府売渡価格が買入価格に連動して決められるの
に対して，小麦の政府売渡価格は安い外麦の輸入価格にサヤ寄せして決められ
ていることによる。そして，このことは当然米麦の消費者購入価格に反映さ
れ，小麦製品の消費増加，米の消費減少となってあらわれる。しかしこのこと
は日本資本主義の望むところである。否むしろ， 日本資本主義は「米離れ」
を安い外麦の大量輸入を通じて積極的に推進してきたといっーてよい。なぜな
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ら，安い外麦の大量輸入は一方では相対的に高価格である米の消費を減らし，
その分安価な小麦の消費が増えることを意味し，それによって勤労者の賃金を
低く抑えることができるし，他方工業製品の輸出は外麦の大量輸入によってよ
りスムーズに行われうるからである。つまり，．米の消費を減らし，小麦製品の
消費を増やすことは食料費の低下を通じて勤労者には低賃金を強制でき，工業
製品についてはその輸出を促進しうるという意味で日本資本主義の蓄積・再生
産基盤を補強するうえには不可欠のものだったのである。だからこそ，米の
消費が減り続け，米が「過剰」になっているさなかにおいても，外麦輸入は減
らされることなく，増加されつづけたのである。
第2に，前述のように勤労者の生活・労働条件の劣悪化が米の消費を減少さ
せた。しかし，このことも日本資本主義が「オイル・ショック」以後の不況を
勤労者に対する労働強化や賃金抑制で乗り切り，同時にそれをテコとして自ら
の蓄積・再生産基盤を補強しようとした結果にほかならない。
このように，米「過剰」を生じさせた一方の要因である米の消費減少は，そ
のもう一方の要因である生産の増大とともに，日本資本主義の蓄積・再生産構
造に強く規定されており，その意味では極めて体制的に「つくりだされた」側
面が強いといえよう。したがって，社会が発展すれば米の消費は減少するとい
うような論理は正しいとはいえないであろう。このような論理でいけば，米の
消費が減っているのは社会が発展している証左であるということになり，相対
的に高い米よりも安い小麦をより多く消費させて自らの強蓄積のために労働者
に低賃金を強制したい資本にとってこの論理は極めて都合のよいものであろ
う。したがって，かかる論理は極めて危険な性格を内包しているといわざるを
えないであろう。
結局，米「過剰」を生みだしているとされる米消費減少の問題は，日本資本
主義の蓄積・再生産構造の変革を意味する米麦の相対価格関係の改善，外麦輸
入の削減，労働者の生活・労働条件の改善等がなされたときあらためてとりあ
げられるべきものであろう。したがって米麦の相対価格の大幅な乗離，外麦の
396 
米「過剰」問題の一考察（神前） 513 
大量輸入，労働者の劣悪な生活・労働条件のもとにある今日においては，米を
主食として消費したくてもそれができないという矛盾した状況にあり，そのか
ぎりでは今後も米の消費は減少しつづけるであろう。そしてこのょうな意味に
おいて，少なくともその消費面からみた米「過剰」問題は一農産物の「過剰」
問題に解消されるものではなく，すぐれて体制にかかわる問題として性格づけ
ることができるであろ.つ。 (1981.4.27受理）
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